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第５回 行政手続部会 第１検討チーム 

議事録 
 

 

１．日時：平成30年２月１日（木）９:57～12:30 

２．場所：合同庁舎第４号館４階共用第４特別会議室 

３．出席者： 

（委 員）髙橋滋（部会長）、原英史 

（専門委員）川田順一、田中良弘、濱西隆男 

（政 府）奥田参事官 

（ヒアリング省庁）栗田照久   金融庁監督局参事官 

堀本善雄   金融庁監督局総務課長 

岡田実成   金融庁監督局総務課金融会社室貸金業調整官 

長谷川貴彦 国土交通省住宅局住宅生産課長 

平嶋隆司   国土交通省自動車局貨物課長 

金指和彦   国土交通省自動車局旅客課長 

平田 研    国土交通省土地・建設産業局建設業課長 

出口陽一   国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課長 

森光敬子   厚生労働省医政局研究開発振興課長 

屋敷次郎   厚生労働省医薬・生活衛生局総務課長 

竹林経治   厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生課長 

道野英司   厚生労働省医薬・生活衛生局食品監視安全課長 

成田裕紀   厚生労働省大臣官房審議官（雇用環境・均等、子ども家

庭、少子化対策担当） 

鈴木健吾   厚生労働省子ども家庭局総務課児童福祉調査官 

内山博之   厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長 

（事務局）田和室長、窪田次長、石崎参事官、谷輪参事官 

４．議題： 

（開会） 

１．関係省庁からのヒアリング 

・重点分野「営業の許可・認可に係る手続」 

（閉会） 

５．議事概要: 

○髙橋部会長 それでは、定刻より若干前でございますが、おそろいでございますので、

第５回「行政手続部会第１検討チーム」を開会させていただきます。 

 皆様におかれましては、お忙しい中、御出席を賜りまして、まことにありがとうござい
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ます。 

 なお、江田委員、大崎専門委員は御欠席、原委員は遅れての御出席となります。 

 それでは、早速議事に入ります。本日は前回に引き続き、重点事項のうちの「営業の許

可・認可に係る手続」について、金融庁、国土交通省及び厚生労働省からヒアリングを行

います。 

 委員、専門委員の皆様におかれましては、御説明を聴取していただき、それを受けて質

問、御議論をお願いしたいと思います。 

 なお、検討を行うに当たり、事前に議論における論点を資料１のとおりメモにまとめ、

関係府省に対して通知をしております。 

 それでは、金融庁より資料２について説明を頂戴したいと思います。時間の関係上10分

でお願いいたします。 

○堀本総務課長 金融庁です。お手元の資料２「論点に関する回答」に即して御説明をさ

せていただきたいと思います。 

 １点目の既に一度提出している記載事項の再度の提出の見直しや、一般に公表されてい

る事項の提出について簡略化、省略化することについての検討でございます。 

 まず、既に一度提出しているものについては、我々のほうで内閣府令や監督指針に基づ

いて変更箇所のみでよいということにしております。改めて全ての記載事項を提出するこ

とにはなっていないということでございます。これらの手続についてはオンライン化をさ

らに進めたいと思っておりまして、これについて金融機関と相談の上、進めていきたいと

考えています。 

 一方で、一般に公表された事項の提出についての簡略化、省略化についてでございます。

これについては、現在、検討を進めているところでございます。従来、金融庁としては監

督指針に基づいて必ず年１回、金融機関からの御意見をいただきまして、既存の提出資料

についての軽減負担を見直すということを監督指針で明記させていただいています。これ

に基づきまして、今事務年度においても、有価証券報告書に記載されている事項について、

業務報告書等の記載を簡素化するということで現在検討中であります。 

 そうした毎年のある意味でルーティーン的な点検に加えまして、今事務年度においては、

法令に基づく申請全般について、いま一度しっかり見直しをして、不要な資料提出の要求

の防止をするということになっています。こうした中に、既に定められた資料だけではな

くて、例えば認可、届出で追加的に提出していただく資料等もあるのですが、それについ

ても金融庁、財務局内で管理体制をしっかりすることによって、なるべくその数を減らし

ていく。そのような体制を検討しているところでございます。 

 ②一方でオンライン化についてでございます。オンライン化の申請の対象ではない手続

についてなのですけれども、これは内閣官房のIT総合戦略室を中心に進めていただいてい

ます行政手続等・行政保有データの棚卸しやデジタル・ガバメント実行計画に基づく当方

の中長期計画策定の一環として、現在、オンライン化について精査をしているところでご
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ざいます。いろいろな項目があるのですけれども、例えば、金融商品取引業者における登

録申請の記載事項の変更について、特に役員の変更でございますが、住民票の提出が必要

なのですけれども、これをオンライン化できないかという話がございます。ただ、これは

法令上、添付資料の現物性を確認しなければいけないということがございまして、オンラ

イン化がなかなか困難なところもあるのですけれども、そういったものも含めて、現在、

検討しております。こうしたものについても、引き続き、業界とも調整の上、オンライン

化を図っていきたいと思います。 

 我々金融庁としても、当方の事務的な観点も含めて、やはりオンライン化の申請を進め

ていきたいのでありますけれども、一方で、金融機関に意見を聞いておりますが、何でオ

ンライン利用率が低いのかということについてヒアリングをしておりまして、金融機関側

の障害としては、オンライン手続をするためには金融機関側の中で周知や操作の習熟など

のコストがかかるという御意見をいただいております。これなども金融機関においてのオ

ンライン申請のメリットについて周知が十分ではないという側面がございますので、これ

は財務局とも連携して活用を促していくということをしっかり取り組んでいかなければい

けないと考えております。 

 なお、オンライン化の範囲を広げるということとオンライン化の利用率の向上というの

は、ケースによってはトレードオフということがございます。こうしたことから、平成26

年３月に大幅に利用範囲を狭めた経緯があります。このときには金融機関等にも意見を聞

いた上での対応でございまして、そうした点も踏まえて、金融機関ときちんと対話をして

いきたいと考えております。 

 続きまして、３ページ、貸金業のほうでございます。 

 貸金業については、論点としまして、貸金業法第24条の６の９に基づき提出される事業

報告書と同法の報告徴収権限に基づき毎年３月時点のものを５月までに提出せねばならな

い業務報告書につき重複感があるのではないかということでございます。 

 法第24条の６の９に基づいて行われる事業報告書ですが、これは貸金業者の事業年度ご

とに作成する報告書でございます。したがって、貸金業者が、例えば年度であれば年度の

事業であり、それが１月からということであれば、１月から12月までの形での報告書にな

るということでございます。 

 その場合は個別の貸金業の実態の把握ということが中心になりますので、貸金業務の位

置づけや業務の推移、その他もろもろの事項の報告になります。 

 一方で、業務報告書は法第24条の６の10及び貸金業者向けの総合的な監督指針で提出を

お願いしています。これは業者の事業年度とは関係なしに毎年３月末ごとに作成する報告

書でございまして、こちらの目的は、一時点で全部合わせていただきますので、貸金業全

体の状況を把握するという目的になっております。 

 無論、この２つの報告書には重複の部分がございます。したがって、一本化は難しいの

ですけれども、事業年度が４月１日から翌年３月31日までになる貸金業者、つまり我々の
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年度と事業者の事業年度が一致する場合については、報告の共通する部分については省略

をするという措置をとっております。この点についても、先ほど申しましたように届け出

手続の電子化の実施について、現在、検討しているところでございます。 

 あと、この点に限らず、先ほど言った行政方針にもありましたとおり、我々は金融機関

にヒアリングを積極的にいたしまして、彼らが持っている重複感は何なのかということを

しっかりと把握していって、必要な対応をしていきたいと考えております。 

 金融庁からは以上です。 

○髙橋部会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまの金融庁からの御説明に対しまして、御質問等があればお願いした

いと思います。 

 まず、私のほうで全体的なお願いを申し上げます。１月10日付で基本計画の見直しに向

けてという取りまとめを行いまして、既に事務局から届いていると思います。検討の過程

の中で出てきた新しいこと、例えば３月までに見直して、御庁全体として目標を達成して

いただく手順を示していただきたい、ということを含めてお願いしております。参考資料

６に付されていると思いますので、新しいお願いでございますが、検討の過程でこういう

ことになりましたので、よろしくお願いしたいということでございます。 

 もう一つ、全体の御説明の中でも触れていただいたところなのですが、オンライン手続

については、政府全体の方針として進めるということでございます。今低いもの、もしく

は過去において低調であるからやめたというものについても、低調だった理由ですね。例

えば、添付を求めているとか、押印を求めているとか、電子証明が要るとか、いろいろな

点から定着を阻むものがあったことがございますので、御庁の手続についても、オンライ

ン化の定着向上を阻むものを分析していただいて、コストの関係でできないものはできな

いと思いますが、できない場合にはその理由を明確にしていただいて、全体としてオンラ

イン向上率を上げるような取り組みを基本計画の改定に向けてお願いしたいと思っていま

す。 

 以上、私のほうから全体をお願いして、あと個別について、委員の先生方、いかがでし

ょうか。 

○川田専門委員 どうもありがとうございました。今の部会長のお話とやや重複する部分

があるわけですけれども、２つ質問をさせていただきます。 

 まず１点目でございますが、２ページ目の上から６行ぐらいでしょうか。「真正性を担

保する観点から原本の提出を求めている」ということで、「オンライン化が難しい手続も

含まれていることが確認されている」とあります。他省庁の手続を含めて、何らかの別の

方法で真正性を確保できないのかが論点になっていますので、その辺の御検討の状況はど

うなのか。業界と調整の上で進めていくと御回答いただいておりますので、それは安心し

ているわけでございますけれども、その真正性を確保する別の手段は考えられないのかと

いうのが１点でございます。 
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 ２点目は、３ページの貸金業法に関してでございますが、事業報告書、業務報告書、そ

れぞれ法的な根拠が違いますし、また目的も違うということで、その様式が異なるという

ことは理解できるわけでございますけれども、重複する部分につきまして、記載を省略す

るのではなくて、内訳についてそもそも求めないということが何らかの形でできないのか

と。つまり、根拠や目的が違う報告書ではありますが、金融庁という一つの役所が求めて

いるものでございますので、書式をもう少し簡略化できないのかという質問でございます。 

 私からは以上でございます。 

○髙橋部会長 後半については、要するに様式の一本化ですね。一緒の事業年度のものに

ついては様式を一本化してしまうこともあり得ないかということも含めてお願いしたいと

思います。では、ぜひ御回答のほど、よろしくお願いいたします。 

○堀本総務課長 現物性の確認についてなのですけれども、もちろんいろいろな技術の活

用はあり得るのかもしれません。ただ、一方で、業者側の対応も必要になってくるかもし

れませんから、そういう点も含めて総合的に検討していくことになろうかと思っています。 

 それから、様式の一本化というのは、年度の一緒になっている業者については、今やっ

ている２つのとは別の様式を提供するということですか。 

○髙橋部会長 そうですね。別に一本で済むような様式をつくっていただけるということ

は。 

○堀本総務課長 もう一個様式を作るということですか。 

○髙橋部会長 要するに、共通用みたいな様式を作るということです。 

○堀本総務課長 違うものは従来どおりせざるを得ないのですけれども、年度が同じもの

はもう一個作るということですか。 

○髙橋部会長 そういうことはあると思います。ただ、一本化してしまって、全部一本で

入れるべきところを入れればいいのではないですか。共通様式で全て入れられる項目をつ

くって、必要なところについて入れる。そうすると一本化されたところは、それだけ出せ

ばいい。ほかのところは選んで、ここを入れなければいけないというところはそこを選ん

で入力していただければ、それで出たことになるというのはあるのではないかと思います。 

○岡田金融会社室貸金業調整官 それぞれの報告書につきまして、こちらに書かせていた

だいておるとおりなのですが、それぞれの観点からそれぞれの報告書を求めておりまして、

業者から記載してもらっている内容も異なっております。 

○髙橋部会長 分かりました。最大事項を書いていただいて、業者に別々にやるのだった

ら、そこは別々に入れていただくというようなこともあるのではないでしょうかという話

です。 

○栗田参事官 その点についてはいろいろテクニカルなこともあるので、検討させていた

だきたいと思いますけれども、直感的に申し上げれば、まず、３月決算法人はまだいいの

ですけれども、違う月の決算法人について言えば、どちらにしても２回出さないといけな

いということで、様式にいっぱい書くところがあって、結局それを２回に分けて出すこと
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になると思います。その場合、どこを埋めていいのか、余り項目が多い中でこれはまた結

構面倒なことになるかもしれないので、それなら別に分かれて２回のほうがいいとおっし

ゃるかもしれないし、そこは業者の意見もよく聞いてみて、もし一本で今月はここを埋め

て次の月はこちらを埋めてというほうがいいとおっしゃるのであれば、それは我々として

も考えていきたいと思います。 

○髙橋部会長 システムの組み方だと思います。要するに、システムの組み方で、そこは

別様のものであれば要らないものは真っ黒もしくは網かけで表示できれば、白いところだ

け埋めればいいという話もあると思います。そこはよく御検討ください。素人的なもので

すから。 

○栗田参事官 貸金業者は結構零細も多いので、システムを組むといっても。 

○髙橋部会長 御庁のシステムの組み方だと思います。 

○堀本総務課長 いずれにしろ、業者側の負担感軽減が目的ですので、その観点から検討

を進めていきたいと思います。 

○髙橋部会長 そこはよく専門の業者とも御相談してください。 

 濱西専門委員、どうぞ。 

○濱西専門委員 今の貸金業法についての事業報告書ではなしに業務報告書のほうの提出

について資料を作成していただきたいので、お願いしたいと思います。 

 内容というのは、業務報告書は様式を見ますと非常に細かなデータを求めていて、事業

者の負担感は確かに重たいものとなっていることがうかがえます。貸金業界全体の状況を

把握するためという御説明なわけですけれども、これほど細かなデータを求める必要があ

るのか精査する必要があると思っております。ついては、10以上にわたる表のうち、これ

だけ細かなデータを求めなければならないという必要性を、そのデータについて説明して

いただく資料を作成していただいて、事務局のほうに提出していただけないでしょうかと

いうお願いです。 

○堀本総務課長 了解しました。 

○髙橋部会長 よろしくお願いいたします。 

 ほかはいかがでしょうか。 

 住民票の２ページの件でございますが、やはり政府全体としても住民票については添付

の省略を検討していただきたいという全体の方針になっておりますので、金融庁としても

それに沿って御検討いただくということでよろしいでしょうか。 

○堀本総務課長 事業者側の対応も必要かもしれないので、そこも含めて検討します。 

○髙橋部会長 分かりました。 

 あと、金融機関からオンライン手続について移行するには内部の周知や操作の習熟など

のコストがかかるという御意見が解せなくて、金融機関の事務職であれば、ある意味では

オンラインについての習熟というのは常日ごろやっているのではないかと思うのですけれ

ども、それでもなおかつこういう声が出てくるといのは、ちょっと私はよく分からないの



7 

 

ですが、どういう御意見なのでしょうか。 

○堀本総務課長 恐らくイメージされているのは結構大きな金融機関のことだと思うので

すけれども、申請の内容次第なのですが、それほど申請の回数が多くないケースと、それ

の場合の彼らが負担するコストと利便性トレードオフといいますか、そういうことがあり

ます。そういうのを含めてコストがかかると言っている金融機関もあるということです。 

 ただ、誤解の部分もかなりあると我々も理解していますので、それはそういうことでは

ないのだということを我々としてもちゃんと理解を進めていきたいと思っております。 

○髙橋部会長 そういう手続については、例えば役員の住民票を求めたり、さらに言うと

押印を求めたり、電子証明を求めたりという手続なのでしょうか。そういうのは全部簡略

化された手続でもそういう声が出ているのでしょうか。 

○栗田参事官 その点については、例えば余り量が多くもなく、そんなに頻度もないよう

な資料であれば、別にオンラインで出すのと紙で一回打ち出して持ってくるのと、金融機

関と我々はしょっちゅう行ったり来たりしているので、持ってくるコストはほとんどゼロ

に近いです。それであれば、わざわざもう一回マニュアルをつくってやるよりは、今のま

まのほうが何の追加的コストもかからないと思っているようなところもあるということだ

と思います。 

 そこまで求めるかどうかというのは、それも個別に聞いていかないといけないと思って

いるのですけれども、確かに大量のものとか頻度の高いものはオンライン化すると彼らも

結局、長い目で見ればメリットは非常に大きいと思いますので、そういうところはそれな

りにニーズもあると思いますので、その辺よく聞いていきたいと考えております。 

○髙橋部会長 どうぞ。 

○川田専門委員 今の部分の追加でございます。よく我々は業界で話をするときに、ある

ものはオンライン、あるものは紙、これが一番手数がかかるという話を聞きます。確かに

個別の手続について、例えば、年に１回しか出さないものは紙でも別に支障はないよとい

う答えが来るかもしれませんが、全体の手続をオンライン化したほうが、紙で一々出すと

いう負担がなくなるという声もありますので、ぜひ業界の意見も聞きながら進めていただ

きたいと思います。 

○髙橋部会長 そこはぜひ負担感ということで。ただ、誤解もあるという話もありますの

で、そこら辺は説得すべきところは説得していただいて、国民経済全体のために御協力い

ただければと思います。 

 他はいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 １点、２ページのところにIT室との関係の話が少し出ておりますが、IT室と我々はよく

連携しておりまして、昨日も向井審議官に来ていただいて、非常に連携しつつ、かつ、添

付書類もなくしたり、押印も省略したりという新しい状況の中でオンライン化を進めると

いうことで連携してやっておりますので、そこは我々としては緊密に連携してやっている

ということをお含みおきいただいて、御作業いただければと思います。よろしいでしょう



8 

 

か。 

 非常にお忙しい中、来ていただき、御説明頂戴しまして、どうもありがとうございまし

た。引き続き、御協力のほど何とぞよろしくお願いいたします。 

（金融庁退室） 

（国土交通省入室） 

○髙橋部会長 続きまして、国土交通省よりヒアリングを行います。 

 それでは、国土交通省より、資料３につきまして御説明を頂戴したいと思います。お時

間の関係で20分以内ということになっております。 

 本日はお忙しい中、来ていただきましてありがとうございました。何とぞよろしくお願

いいたします。それでは、御説明ください。 

○長谷川住宅生産課長 それでは、資料３につきまして順次御説明させていただきます。 

 国土交通省住宅局住宅生産課長の長谷川と申します。よろしくお願いいたします。 

 １つ目の特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律の関係でございます。こち

らの法律は、構造計算書偽装事件があった際に、欠陥住宅を提供しながら倒産された企業

があり、消費者保護の観点で非常に大きな問題になったことを踏まえまして、新築住宅を

販売あるいは請負で提供する場合につきましては、事業者の方に、万が一、自らが倒産し

た後に欠陥が見つかった場合でも、きちんと消費者が保護されるように保険に入るか、あ

るいは保険に見合う供託金を積み立てることを義務づけたものでございます。御指摘の届

出は、この義務が適切に実行されているかを担保する観点から、建設業法に基づく建設業

者の方、宅建業法に基づく宅建業者の方が半年に一度、何戸の新築住宅を引き渡したか、

それに対応してどの保険会社の保険に入ったか、あるいは供託をしたか、引き渡した住宅

のリストなどの情報を、監督を行う建設業の担当部局あるいは宅建業の担当部局に届け出

るというものでございます。平成22年４月に始まった仕組みでございますので、約８年を

迎えるといった段階でございます。こちらの届出につきまして、反復性の高い届出である

といったことで、電子申請の検討ができないかといった御指摘をいただいているところで

ございます。 

 ちなみに、届け出先は、一つの都道府県の区域内で営業されている場合は、それぞれの

都道府県の建設業担当の部局あるいは宅建業担当の部局に届出をしていただくことになり

ます。２以上の都道府県をまたぐ場合につきましては、本店所在地を所管する地方整備局

に届出をするといった枠組みになっているところでございます。 

 こちらの電子申請でございますが、御指摘を踏まえまして、今後どのようなことができ

るかにつきまして、私ども内部でも議論を開始しているところでございます。まだ８年と

いうことで、本格的に電子申請に関する調査をしたことはなかったのですけれども、まず

は関係者にどういう受けとめをしているかをヒアリングしているところでして、幾つか御

指摘もいただいております。 

 まず、事業者サイドでございますが、住宅供給をされる販売の宅建業者の方、建設業者
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の方がいらっしゃる関係団体８団体に電子申請についてのヒアリングをいたしました。比

較的大規模な事業者の方からは、手間が減るのでありがたいといった前向きな声もいただ

きました。一方で、住宅関係業界に多い工務店あるいはひとり親方のような小規模な事業

者の方々からは、電子申請についていけないのではないかという不安の声もいただいてい

るところで、今後の一つの課題になっていると考えているところでございます。 

 それから、届け出先である47都道府県の建設業担当部局、宅建業担当部局につきまして

も、この枠組みの電子申請化についての簡単なアンケートをしておりまして、都道府県の

担当部局の方からは、かなり不安の声が上がっているところでございます。セキュリティ

ー対策をどうするのか、システム利用に慣れない事業者への指導業務などが増大して回ら

なくなるのではないかと心配だという声もございました。 

 また、保険あるいは供託の確認の仕組みというのは、建設業、宅建業の行政の中に付随

する仕組みでございますので、建設業、宅建業本体の電子申請化ともうまく平仄を合わせ

ていく必要があるのではないか、うまく連携してやってほしいといった御意見もいただい

ているところでございます。 

 この件につきましては、当然のことながら政府全体の方針としてできるだけ電子化を進

めるという方針でございますので、私どもとしても、平成30年度に調査検討の費用も予算

を確保いたしまして、電子申請のあり方について検討していきたいと考えているところで

ございます。 

 本届出は、建設業者及び宅建業者が行うものであるため、この検討につきましては、建

設業の許可申請手続の調査研究とうまく連携しながら進めていきたいと考えているところ

でございます。宅建業の免許申請につきましても同様に連携して進めていければと考えて

いるところでございます。 

 私のほうからは以上でございます。 

○髙橋部会長 引き続き、よろしくお願いします。 

○金指旅客課長 続きまして、道路運送法の関係について御説明させていただきます。自

動車局旅客課長の金指です。よろしくお願いいたします。 

 資料３の２ページ目、道路運送法につきまして、ローカルルールの実態把握ということ

の御指摘です。道路運送法の許認可の仕組みを簡単に御説明いたしますと、まず、本省で

審査基準を定めます。その審査基準に基づいて各ブロックの地方運輸局長が権限を行使す

る、許認可を行う仕組みになっております。その場合に、それぞれの地域で実情が異なっ

ておりますので、地域の実情に応じた対応も一定程度可能となっております。 

 ただ、国の統一的な審査基準を示した上での話なので、それほど大きなばらつきがある

とは考えておりません。一方で、御指摘をいただきましたので、今回、まずどのような実

態があるのかというところをきちんと把握して、必要に応じて是正していきたいと考えて

おります。その旨、基本計画の改定時に盛り込みたいと考えております。 

 以上です。 
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○髙橋部会長 よろしくお願いします。 

○平嶋貨物課長 自動車局貨物課の平嶋です。よろしくお願いいたします。 

 貨物自動車運送事業法について２点御説明したいと思います。 

 １点目は、基本計画においての様式の統一のお話であります。これは事業許可ですとか

申請書に関しまして、各運輸局に権限が落ちているところがありまして、そちらの申請書

の様式を調べてみましたところ、ずれが部分的にございました。そういったところについ

ては、例えば変更届出で１枚で複数の変更を可能にしているものと、別々に分けてとって

いるものとございました。どちらのほうが使いやすいのか、利用者の方の御意見も聞きな

がら、この辺はそろえられるところをしっかりそろえていきたいと思っております。 

 細かいところでいろいろと様式が異なるところがあるものですから、そこの照合もしな

がら、様式の統一を図っていきたいと思っております。 

 スケジュールにつきましては、30年度中に各運輸局との調整を行いまして、統一様式を

つくりまして、31年度に事業者への周知をしていくということで進めていきたいと考えて

おります。 

 ２点目の電子申請につきましては、やはりシステムを組んでいくときのコストの話があ

りまして、あと利用者、結構窓口でも今、申請に来られる方のやりとり、相談を受けなが

ら対応しているところがございます。そういったときにどういった形だと使いやすいもの

になるのか、またその際、どのくらいお金がかかっていくのか、そのコストをどのように

負担していくのかというのを考えないといけないと思っております。 

 あと、電子メールの申請でございますけれども、電子メールですとコスト面では非常に

楽になるのですが、一方で、本人かどうかというところの確認をどうしていくのかという

ところがございます。会社として出した、出さない、いつの日付で出したというところで

すね。あと、本当に申請であったのかどうか。この辺は全体の話はあると思いますけれど

も、本人性の確認のところは課題としてあるのかなと考えております。 

 以上でございます。 

○髙橋部会長 よろしくお願いします。 

○平田建設業課長 続きまして、建設業法の関係でございますが、建設業課長の平田と申

します。よろしくお願いいたします。 

 資料の６ページ、横長のパワーポイントの資料を用意してございますけれども、建設業

の許可や経営事項審査に当たりましての書類の簡素化、電子申請化ということで、来年度

の当初予算案の中に予算措置をしていただいておりまして、今後、具体的な検討をしてい

きたいと考えております。 

 ここの真ん中の図にあるように、建設会社と役所との関係ということで申しますと、１

つには建設業の許可、これは５年に１度、許可を申請していただいて、審査をして許可を

するという流れが１つ。あとは、公共工事に参加をしようとされる方については、各公共

発注者がランク制をとっているということもあって、評点をつける作業がございまして、
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これは経営事項審査と呼んでいますが、その経営事項審査の関係で審査に関する申請、ま

た評点の通知といったような手続がございます。いろいろな業界の実態の話を伺いますと、

これらが申請側にとっても負担になっているという声もお聞きしますし、私どもの役所の

審査側もそれなりの負担がかかっているということで、その負担軽減による生産性向上と

いうことで、来年度、具体的な検討を始めたいということでございます。これは規制改革

の流れでもそうですし、私どもも今後の建設産業政策について有識者に御議論いただいた

場でも提言としていただいておりまして、これについては今後、いろいろな課題もござい

ますけれども、検討を進めて、電子申請化を目指していきたいと思っております。 

 あわせて、書類の簡素化もできないかということで、必要な審査精度を保つということ

が前提にはなりますけれども、例えば書類の簡素化をした場合でも、事後チェック体制を

どうすれば書類の簡素化がカバーできるのか、あるいは虚偽が発覚したときの処分の厳格

化、そういったこととセットで議論していくのではないかと思っておりまして、そういっ

た検討を30年度に早速始めたいと思ってございます。 

 そういった前提で、４ページ、５ページにいただいた論点についての私どもの考え方を

書いてございます。まず１つは、⑤の（１）については、建設業の法律の中で財務諸表の

様式を決めてございます。これは（１）でございますけれども、どうしても建設工事の場

合、工事の完成とか工事実施中の資金の出入り等について、建設工事特有の経理情報があ

るということ。また、公共工事に参加をされる建設会社については、やはりそこは公共性

が高いということで、経営事項審査での審査項目とも関連しますけれども、建設業につい

ては会社法で定める別記事業という扱い、十幾つございますけれども、そのうちの一つと

して独自の様式で決算書の提出をお願いしているところでございます。 

 特に公共工事の関係でいいますと、経営事項審査をするに当たって必要となります勘定

項目等がございますので、これらについては経営事項審査との関係でも建設工事特有の会

計情報、経理情報が反映できるような仕組みのほうが実務的にはいいのではないかと思っ

ております。 

 ２つ目でございますけれども、例えば過去３カ年分の施工金額を記載していただくよう

な書式があったりするわけでございます。これについて過去に申請しているのであれば、

当然数字は把握しているのではないかということでございまして、そこのところは確かに

そうなのですけれども、一方で、実は建設業の許可に関する書類はそのまま閲覧対象文書

になってございまして、これは消費者保護の観点で、建設会社の財務状況とか過去の工事

の実績、そういった情報を消費者にそのままの形で提供することで、例えば工事を頼もう

と思っておられる消費者の方が、どういう会社かということが分かるようにというような

ことで閲覧対象にしております。 

 その閲覧の中で、過去の実績を例えば１カ年分だけ記載するようにすると、またいっぱ

い書類を見なければいけないということにもなったりしますので、消費者にサービスをす

るという便宜上は一覧性があったほうがいいのではないかと思っております。ただ、この



12 

 

話も電子申請をうまくやることでクリアできる可能性があるなと思っておりまして、電子

申請の検討の中で、閲覧対象文章の表示とうまくリンクして、例えば１カ年度だけ申請す

ればそのまま複数年分見られるようなシステムを組むとか、そういう工夫もできるかなと

思っているので、ちょっと検討してまいりたいと思っております。 

 あと、納税証明書が要るのかという話についてでございます。建設業の特に公共工事に

関係する経営事項審査につきましては、虚偽申請との戦いの歴史でございまして、どうし

ても水増しとかで評点を高くしようという傾向がある中で、その証明について一番証明力

の高いような文書を求めたりという歴史がございます。 

 これも先ほど申しました虚偽申請をどう防げるかということとの兼ね合いで、どこまで

添付文書を省けるかということだと思いますので、これも全体の中で検討していきたいと

思っておりますが、１つ、この検討の場でも御指摘いただきましたけれども、毎年複数年

分の財務諸表の提出を求めていて、それはさすがに以前出しているので過重ではないかと

いうことがございました。我々も実態を調べましたら、やはり地方公共団体の中では複数

年分の財務諸表を求めている団体があるということが分かりまして、我々もさすがにそこ

は不要ではないかと思っていますので、そういったことは求める必要がないということを

通知などで周知を図ってまいりたいと考えております。 

 あと、⑥も今まで申し上げたことと重なりますけれども、電子申請の在り方、虚偽申請

対策とあわせまして検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○髙橋部会長 いかがでしょうか。 

○出口建設市場整備課長 続きまして、７ページ、８ページ、測量法の関係でございます。

建設市場整備課長の出口と申します。よろしくお願いいたします。 

 測量法の関係で２点いただいております。まず、測量法というか測量業でございますけ

れども、今、法律上、測量業者については登録制をとらせていただいております。その目

的でございますけれども、やはり登録をすることで、特に登録簿ですとか添付書類につき

まして、公衆の閲覧に供するということで、測量を発注するのは誰かといいますと、公共

が発注する場合も多いわけですけれども、民間の方々、例えば実際に工事をしようとする

ディベロッパーさんでありますとか、あるいは地図をつくろうとされている地図会社さん

等々が典型的ですけれども、その他いろいろな方が測量をお願いするときに、やはり注文

者になられる方、発注者になられる方々の利便性というものが図られなければいけないの

ではないかと。それによって業者が適切に選択をされる。そういったことをまず目的とし

ております。もう一つは、その業者の実態をきちんと把握して、業界全体として健全な発

達を図るということで、行政側としても指導監督の基礎とするということで、大きく２つ

の目的がございます。 

 いただいているお題は２つございます。営業経歴書の関係でございますけれども、営業

経歴書の届け出をしていただくわけです。これが今、電子申請でできるようにはなってお
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りますが、実際は利用率が１％もない状況でございまして、その中の原因として、電子証

明書というものが負担になっているのではないかというのが１つ目の御質問でございます。 

 こちらにつきまして、営業経歴書というのは過去の受注実績を書いたようなものでござ

いまして、まさに先ほど申し上げたように注文者の方、発注者の方が、特に民間の方など

が測量業者を誰にしようかと考えるときに、やはり技術力の評価というのは非常に大事な

情報であろうということでございまして、毎年度、事業年度終了後にお出しいただくこと

にしております。 

 そういった非常に重要な情報でございますので、正当な理由なく提出を怠りますとか、

あるいは虚偽記載をした場合には、いわゆる行政処分、営業停止あるいは登録取り消しの

ほかにも、罰則ということで30万円以下の罰金まで科されるようなものでございます。 

 したがいまして、やはり厳格な本人確認はどうしても欠かせないのかなということで、

今、電子証明書の添付ということでさせていただいております。それが注文者の方々に対

して内容の真正性を保つことで利便性を図ることと、業者自身にとっても、なりすまし等々

で自分が思いもよらなかった書類が勝手に出されていて、また不測の不利益をこうむると

いったようなことも防止できるのではないかと考えておりまして、今のところやはり厳格

な本人確認という意味では電子証明書がセキュリティー上は一番いいのかなということで、

そういう運営をさせていただいております。 

 こちらにつきましても、もしID、パスワードの方式のような形でも厳格な本人確認がで

きるということであれば、その検討はさせていただきたいと思っておりますけれども、今

のところはなかなか本人確認という意味では電子証明書に並ぶものまではいっていないの

かなということでこういう運営をさせていただいておりますが、先ほどお話がございまし

た測量業、特に建設業をやるときに発注される場合も多いものですから、建設業法の改正

のことも先ほどお話がございましたけれども、そちらのほうでもどういった本人確認があ

るのかというものも並びで見ながら、我々のほうも検討していくということを考えており

ます。 

 もう一点、同じ営業経歴書でございますけれども、こちらにつきまして、紙ベースでは

一応、法律上は事業者さんの本店の所在する地方整備局と県、さらに営業所があります県

において、書類は閲覧をするということになってございます。 

 それ以外に、今、インターネットでも閲覧すべきではないかということで御指摘をいた

だいております。 

 現状、実は届出をいただいています書類が幾つかありますけれども、我々としても先ほ

ど申し上げたとおり、できるだけ注文者の利便性を図りたいということでございますので、

いただいたものをできるだけ公表していく。少なくとも紙ベースではしておるわけですけ

れども、できればネットでもやりたいということで、一部既にネットで公表させていただ

いております。ただ、非常に恥ずかしいことではあるのですけれども、今、サーバーの容

量の関係で物理的になかなか全てを載せるところまで追いついていないということでござ
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いまして、当面、一部についてホームページ上に載せさせていただいているということで

ございます。 

 インターネット申請を推進すべきではないかということは、まさに我々もそのとおりか

と思っております。先ほど申し上げたとおり、今は１％を切っているような利用率でござ

いまして、悉皆で調査をしているわけではございませんけれども、なかなか広まらない理

由は幾つかあろうかと思いますが、中小企業が多いものですから、紙ベースになれている

のでとかいったお声はよくお聞きします。さらに、事業者さんの中で結局紙でやっている

ので、一々ネットでやるのはというお声もよく聞いたりします。 

 ただ、そもそもできることは知っているけれども、どうやっていいかよく分からないと

いう声もあるものですから、そのあたりがネットで申請をできるような形では、我々も余

り丁寧な解説なども載せていなかったものですから、そのあたりは、例えばパンフレット

にするとか、あるいはホームページの記載を充実するとか、いろいろと今年度中に考えて

いきたいと思っているところでございます。 

 とりあえず以上でございます。 

○髙橋部会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまの御説明につきまして、御質問等を頂戴したいと思いますが、まず

私から全体的なことを申し上げたいと思います。 

 １月10日付で基本計画の見直しに向けてという取りまとめを、これまでの作業の結果を

踏まえてお出ししまして、事務局から皆様方のところに行っていると思います。本日の会

議の参考資料６として出ております。今日、御担当の窓口がいらっしゃっていないので、

どなたかからお伝えいただきたいと思いますが、省庁ごとに行政手続コストの２割削減に

向けての道筋をはっきりしていただきたいと、３月までにお出しいただきたいということ

になっておりますので、ぜひ窓口のほうにお伝えいただければと、これはあらかじめお願

いしておりますが、その旨重ねてのお願いであるということをお伝えいただきたいと思い

ます。 

 まず、オンライン化の話についていろいろと御言及いただいたわけですが、もともとオ

ンラインの低調な手続があるというのは我々もよく分かっております。ただ、それを阻む

要因が一体何なのかと。過去に一旦オンラインをやってもやめた手続もあるのも知ってお

りますが、そのときに何で進まなかったのかという原因をきちんと分析していただいて、

それを克服するような方向で御検討いただきたいと考えております。 

 私どもも作業していて非常に思うのは、去年の基本計画の策定から随分状況が変わって

おります。安倍総理も添付書類省略ということを御発言いただいたり、今日はIT室も来て

いらっしゃいますが、押印、証明の省略も政府全体として取り組むという方向になってお

りますので、そういう新しい動きを踏まえてぜひ皆様方のところで基本計画の見直しをし

ていただきたいということでございます。そこをぜひ担当の、多分、窓口審議官がいらっ

しゃると思いますが、そちらにお伝えいただきたい。国交省全体として、厚労省と並んで
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手続が非常に多いところでございますので、こちらのほうで頑張って削減していただきた

いというお願いでございます。 

 その上で個別の、今日いらっしゃっていただいたところにつきまして、課長様方にお話

を頂戴したいと思います。 

 まず、特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保に関する法律について、御議論を頂戴したい

と思いますが、いかがでしょうか。 

 濱西専門委員、どうぞ。 

○濱西専門委員 まず、特定住宅瑕疵担保責任についてですが、事業者に届出をさせて負

担感を持たせるよりも、それをさせても必ずしも全数でない可能性もあるわけで、そうや

ってデータを集めるより、法務省からデータを提出してもらったほうが正確で、なおかつ

事業者の負担もなくなるというメリットがあると思うのです。したがって、抜本的にシス

テムを見直す必要があるのではないかと思われますが、いかがでしょうか。 

○髙橋部会長 そこは私もお聞きしようと思っていました。いかがでしょうか。 

○長谷川住宅生産課長 この仕組みにつきましては、事業者の方で供託と保険を選択する

ものでございますので、全ての事業者が供託を行うものではございません。実態としては、

大企業が供託をされていて、住宅業界の大宗を占める小規模事業者の方が保険を使われて

いるところでございます。保険につきましては、保険法人が今５法人ありまして、契約す

る保険法人を事業者の方が自由に選択しているところでございます。こうした事業者の方

の選択結果を事業者の責務として申告していただくたてつけにしているところでございま

す。 

○髙橋部会長 濱西専門委員、どうぞ。 

○濱西専門委員 それでは、事業者ではなしに、保険業者に提出してもらうとか、それも

別に一件一件ではなくてまとめて提出してもらえばいいような話ですから、そういう方法

はないのでしょうか。 

○長谷川住宅生産課長 事業者からまとめてというのはどのような意味でしょうか。 

○濱西専門委員 保険の事業者が５法人とおっしゃいましたけれども、そちらからまとめ

て提出を受ければよろしいのではないでしょうか。中小の事業者に一々負担感を持たせる

よりも、保険会社に、そうした事務をさせればいいのではないかという質問です。 

○長谷川住宅生産課長 法律ができた当時は、先ほど申し上げた構造計算書偽装事件を契

機にして、事業者の責務として保険への加入や供託、その状況の届出をすべきだというこ

とで、先ほど御説明したようなたてつけになっているところでございます。 

 今の御指摘も踏まえまして、保険法人の情報の取扱いなど、どのような課題があるのか

を検討したいと思っております。 

○髙橋部会長 事業者の責務というのは、きちんと保険に入ることと供託することが責務

で、それを届けることが責務ではないのですね。そういう意味では、供託だというところ

に選択すれば、供託だというところについては御省から法務省に照会をかけていただけれ
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ばいいし、保険についてもぜひ、要するに保険会社にお願いして申請するという選択肢を

とった利用者については、保険会社からまとめて出してもらう。多分、保険会社も競争で

すから積極的に御自身がそのような商売をされると思いますので、そういうことでできな

いのではないでしょうか。そこはぜひ御検討いただければ。 

○長谷川住宅生産課長 届出を行う事業者が供託を何戸分しているか、あるいは保険に何

戸分入っているかという情報が仮に入手できるとしても、事業者がその半年間に何戸新築

住宅を引き渡したのかも重要な情報であると考えています。 

○髙橋部会長 それは別の話です。 

○長谷川住宅生産課長 引き渡した戸数と事業者の保険や供託の結果を照合するための仕

組みとして必要ではないかと考えております。 

○髙橋部会長 それは本人確認。 

○長谷川住宅生産課長 届け出としては、例えば10戸引き渡した事業者がその10戸分につ

いてどのような措置をしているかを申告するものでございますので、何戸引き渡したかと

いう情報はどうしても必要になるのではないかと考えております。 

○髙橋部会長 そこは否定していません。ただ、それについては、繰り返しますが、ID、

パスワードとか、税だってやり出したのです。そういう意味では税と比べて虚偽申請のイ

ンセンティブが大きいかはよく分からないので、政府全体の動向を見ながら本人確認の話

をぜひ御検討いただければということでございます。 

○長谷川住宅生産課長 御指摘いただいている電子申請の件も含め、検討していきたいと

思っております。 

○髙橋部会長 ぜひその点は。 

 今の特定住宅瑕疵担保責任の話についてはいかがでしょうか。何かございますか。よろ

しいでしょうか。 

 済みません。検討調査ということですが、検討とはどういうことをされる予定なのでし

ょうか。 

○長谷川住宅生産課長 事業者サイドも受け取る側の都道府県サイドも不安を抱えている

ということが調査で分かりましたので、そこをきちんと深掘りして、それを克服する手段

はどのような方法があるのかという点、それから、実際に制度をデザインするときに、真

正性の確保やコスト負担をどのように行うのか、あるいは添付する保険法人の書類をどう

するのかなど、どういった課題が出てきて、どうすれば克服することができるのかという

観点からの検討を進めたいと思っております。 

○髙橋部会長 建設関係はとにかく国と都道府県で窓口、ホームページを一括化するとか、

一個一個でシステムを組むのも負担だと思いますので、思い切って国交省でシステムを一

本化するとか、いろいろあると思います。これは省庁全体でぜひ御検討いただければと思

います。だから、今日窓口が来ていないのはちょっと遺憾なのですけれども、ぜひその点

もお伝えいただければと思います。 
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 では、次に行かせていただきます。道路運送法について御教示いただければと思います

が、いかがでしょうか。 

 ローカルルールは結構地方局ごとにあると、私はどこかの会議で聞いたことがあるので

すけれども、本当にないのでしょうか。 

○金指旅客課長 先ほども御説明申し上げましたとおり、まず本省で審査基準を定め、そ

れに基づいて、今度は各運輸局の局長がさらに自分たちの基準を公示するという形にして

おります。その中で地域の実情によってその地域ではどういう取り扱いにするかというこ

とは、そういう必要がある場合には地方運輸局長がその旨も組み込んだ上で公示をすると

いうことにしております。 

 なので、そういった実態をもう一度きちんと把握して、一番大事なのは曖昧な点をなく

していくということですので、どうしたらそのようにできるかということをよく考えたい

と思っております。 

○髙橋部会長 地域の実情で、いろいろな気象条件とかがあったりすると思いますので、

独自基準があっていけないということはないと思いますが、説明できるような独自基準で

ある必要があると思いますし、さらに、事業者から直接そういうローカルルールの有無に

ついて把握されるような御予定はないのでしょうか。 

○金指旅客課長 こういったルールについては、もちろん事業者からも話を聞きながらと

いうことは、今までの手続の中でもやっていますので、この見直しの中でもそういうお話

をしていきたいと思います。 

○髙橋部会長 では、事業者から直接お聞き取りもしていただけるということでよろしい

のでしょうか。 

○金指旅客課長 見直しの中でですね。 

○髙橋部会長 多分、各運輸局では自分で独自だとは思っていなくても、事業者から見る

とこれは独自だという話もあり得ると思います。そこはぜひ事業者にもお聞き取りのほう、

よろしくお願いしたいと思います。 

 濱西専門委員、どうぞ。 

○濱西専門委員 道路運送法について２点御質問します。 

 まず１点目が、先ほどの説明で地域特有の事情があるというお話があったところですけ

れども、どんな例があるのか、ちょっとぴんとこないので御教示いただきたいというのが

１点目です。 

 ２点目ですけれども、審査基準については、行政手続法に基づきパブコメ手続に付さな

ければならないとされています。地方局ごとにパブコメ手続をしているということであれ

ば問題はないのですが、地方局ごとにパブコメ手続をしていないでローカルルールがある

というのは、行政手続法のパブコメ手続との関係で問題がないのかどうかという懸念があ

ります。ローカルルールを設けるにしても、本省でそれも入れて審査基準を作成すれば、

事業者の利便性と手続の透明性が高まると考えるのですが、実情を含めて御説明をお願い
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します。 

○金指旅客課長 実態については、まさにこれから調べたいと考えておりますけれども、

例えばということで申しますと、いろいろ事業を始めるに当たって、車両数がどれぐらい

必要かというのは審査基準で決めています。ただ一方で、離島とかそういったところまで

同じ全国統一の基準を求めるのが妥当かというところはございます。そういったところは

地方運輸局長において定めるというような形にしています。 

 そういうことも含んでいるということで審査基準をパブリックコメントにかけておりま

す。行政手続法との関係については、まさにこの実態の把握をして見直しをする過程で、

行政手続法との関係もどうあるべきかというのは研究をしたいと思います。 

○髙橋部会長 よろしいでしょうか。 

 どうぞ。 

○濱西専門委員 地方局に任せる分についても、地方局で具体的な基準ができるわけです

から、法律のたてつけからいうとパブコメに付さなければいけないおそれがあるので、そ

こは十分注意していただいたほうがいいと考えます。 

○髙橋部会長 専門的な御指摘をありがとうございました。 

 よろしいでしょうか。 

 川田専門委員、どうぞ。 

○川田専門委員 私も１点お願いでございます。道路運送法に関するいろいろな届出につ

きましては、事業者のアンケートでかなりローカルのルールがあって、申請するごとに手

間がかかるという意見が数多く出ております。それは、今、お話があったような本省と地

方運輸局の基準という問題に加えまして、実は担当窓口による違いもあるのではないかと

思うのです。その実態は地方の事業者でないと分かりませんので、先ほど来、話が出てい

ますけれども、ぜひ事業者にそういう意見をお聞きいただきまして、審査手続の適正化、

迅速化、あるいは簡略化を図っていただきたいと思います。 

 私からは以上でございます。 

○髙橋部会長 ぜひその点はよろしくお願いいたします。 

○金指旅客課長 はい。 

○髙橋部会長 それでは、次は貨物自動車運送事業者法につきまして、御意見を頂戴した

いと思います。いかがでしょうか。どうぞ。 

○川田専門委員 「申請の真正性を確保できない」という話は、いろいろな省庁から出て

おりますが、ITを利用して政府で統一的に確保していくという方向性になっておりますの

で、申請の真正性についての課題があるというよりも、その課題を克服するためにどうし

たらいいかということでぜひお考えいただきたいと思います。意見でございます。 

○髙橋部会長 田中専門委員、どうぞ。 

○田中専門委員 ありがとうございます。今の川田専門委員の御発言に関連するところで

すが、④のところで「虚偽の申請に対する対策」とある、この虚偽の申請というのは、内
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容の虚偽のことを言っているのか、それとも別の人がなりすましのような形の申請のこと

を言っているのか、それともその両方なのかをお聞かせください。 

○平嶋貨物課長 基本的には人の話が一番大きいと思います。権限を持っている人なのか

どうか。そこの申請がきちんと法人であれば法人の意思として出てきているのかどうかと

いうところが大きいと思います。内容についても、細かいことを言えば、対面だといろい

ろ、ここが抜けているという話ができるところが、抜けていないところの修正とかがある

と思いますけれども、ここの虚偽というところで言うと本人性のところが大きいと思いま

す。 

○田中専門委員 そうすると、統一的な申請の真正性についてのルールができれば、この

点については解消されるということでしょうか。 

○平嶋貨物課長 基本的には手法でどう扱うかという話だと思います。実際にどのレベル

まで求めるかというのは法律によって違いがあるのかもしれませんけれども、どういう手

法でそこを担保していくのか。ほかのところでもいただいておりますように、パスワード

とIDの組み合わせで確認するというレベルのものもあるでしょうし、もっと深いものもあ

るでしょうし、もっと簡単なものもあるのかもしれません。それがどういうルールで、ど

の程度のものをどういうものでチェックするのかという横断的なものが今、必ずしもない

のではないかと思っているのですけれども、個別にそれをきちんと見ていこうとすると、

きちんと本人が出してきているかどうかを見るというのが今のやり方になっていると思い

ます。 

○髙橋部会長 今の点について、IT室はいかがでしょうか。こういう御意見を出されてい

ますが。 

○奥田参事官 本人確認につきましては、今、おっしゃっていたようにいろいろなレベル

感があるかと思います。これまでの紙の関係でいくと簡易な三文判でよかったもの、また

署名すれば終わりのもの、また印鑑証明まで出して実印を使ってといういろいろなレベル

感があったところで、ITの電子申請に移った段階で全てが電子認証みたいな感じでちょっ

と複雑な形になっているということも認識しておるところです。今後、手続の見直しの中

で、IT室としても、こちらの行政手続部会のほうでも３段階に分けてということがありま

すので、そことも連携しつつ、そのレベル感、手続ごとにどういった真正性の確保が必要

なのか、本当に真正性の確保が必要なものなのか、また、簡易なもので終わるものなのか

ということをレベル分けした上で、見直しを図っていくこととしております。また、シス

テム面でもどういったことができるのかということを検討していきたいと思います。 

 法人関係でいきますと、総務省のほうでも電子委任という形での取組も進んでおります。

法人の認証だけでなく、代理を受けた公的個人認証でも申請ができるというような法律も

成立して、施行されていくというふうに認識しておりますので、そういったものも活用し

ながら、手続の中でも簡易な形で電子申請が進むように進めていきたいと思いますので、

また御相談させていただければと思います。 
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○髙橋部会長 ですから、政府全体としては横串で横断的に実施する、その中で本人確認

の問題についてはしかるべき形で御対応いただくことになっているということでお願いし

たいと思いますので、よろしくお願いします。 

 あと、申しわけないのですが、③のところで、これは書き方の問題なのですが、３年間

の計画であることを踏まえる、というのは。 

○平嶋貨物課長 済みません、ここはちょっと余分な文言が入っており申しわけありませ

ん。他意はありません。 

○髙橋部会長 そういう意味ですね。我々としては、31年度に手続コストを計算していた

だくという話だと、30年度の中で通知をしていただくほうがベストかなと思っているので

すが、そういうスピード感は難しいということでしょうか。 

○平嶋貨物課長 できるだけ早く作業は進めたいと思います。ただ、結構細かいところが

違っておりまして、どのやり方が一番受けやすいのか。多分、出される人の量ですとか頻

度によっても違うのだろうなと思います。その辺も聞きながら、場合によっては一つにす

るのがいいのかどうかも含めて考えたいと思いますので、どのくらいでというのは今、申

しわけありませんがお答えできないのですけれども、できるだけ早く、これに限らずやり

たいと思います。 

○髙橋部会長 ぜひ使い勝手がいい、統一様式のつくり方もいろいろな役所で工夫してお

ります。議事録に載っていると思いますので、そういう議事録を見ながら統一様式の工夫

の仕方も御研究いただければと思いますので、よろしくお願いします。 

 ほかはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、次に行かせていただきたいと思います。建設業法について御議論頂戴したい

と思いますが、いかがでしょうか。 

 まず、同じようなことですが、30年度の予算で調査検討ということですが、どんな予算

をおとりになって調査検討されるということでしょうか。 

○平田建設業課長 調査内容は、今後、電子申請を前提にしたときにどのような書類を、

書類の簡素化の検討とあわせて、最終的にはシステムを組んでいかなければいけないので、

そのシステムを組んでいくに当たって必要な調査検討を行っていくということでございま

す。 

○髙橋部会長 分かりました。 

 ほかはいかがでしょうか。 

 濱西専門委員、どうぞ。 

○濱西専門委員 建設業法について２点お伺いしたいと思います。 

 まず１点目が、過去３年間の施工金額等については、国と地方が連携すれば必要で正確

なデータが集められ、事業者の負担がなくなり、なおかつ正確なデータが出てくると考え

ますが、いかがかという点が１点。 

 ２点目は、こうした施工金額等について、閲覧に供しているというお話ですが、実際に
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どれぐらいの消費者が閲覧をしているのか。実際に紙の書類を閲覧した人と、インターネ

ットを通じて情報提供しているのであればインターネットで閲覧した人の数、それについ

て過去３年分のデータを提供していただきたいと考えています。事務局のほうに提供して

いただければ結構です。 

 なぜこういうことを申し上げているかというと、そうした実数も分からずに事業者に負

担をかけているということであれば、効果が分からないで事業者に負担をかけているとい

う懸念があるので、資料の提出をお願いしたいということです。 

○髙橋部会長 いかがでしょうか。 

○平田建設業課長 最初の御質問でございます。３年間の施工金額について、国と県で連

携をすればいいのではないかという御指摘でございましたけれども、済みません。国と県

で。 

○濱西専門委員 国と地方公共団体です。 

○平田建設業課長 国と地方公共団体との連携とは、どういった意味合いでおっしゃって

いるお話でございましょうか。 

○濱西専門委員 公共事業なので、そうしたものは主として国と地方公共団体が発注して

いるわけで、その発注元がどこに発注したかというデータは当然持っているわけで、それ

をデータとして突合すれば、特に事業者に提出させなくても済む。要は、国ないし地方公

共団体が持っているデータをわざわざ事業者に改めて提出させているということがあるの

で申し上げている次第です。 

○平田建設業課長 この様式の中で求めている施工金額の中には民間工事も入ってござい

まして、そういう意味で言うと、なかなか国と地方公共団体だけのデータでは、その建設

会社の実力を示す施工金額には届かないということで、民間の工事の情報をどう集めるか

という問題はあろうかと思います。 

 あと、地方公共団体の中でも特に市町村とかはかなり弱小な体制で仕事をしていますの

で、一種の名寄せをどうするかという話だと思いますけれども、そこでまた地方公共団体

に事務の負担。要するに、中小企業の負担にはならないけれども、地方公共団体の負担に

なるという話になりかねない面もあろうかと思います。ただ、いずれにしても、施工金額

を見るときは民間工事の部分があって、マーケット全体で言うと６割は民間工事でござい

ますので、そこら辺の課題があるかと思います。 

○髙橋部会長 後半はいかがでしょうか。 

○平田建設業課長 後半のところにつきましては、どういったまとめ方ができるか、ちょ

っと相談させていただきたいと思いますけれども、現状を申しますと、実はインターネッ

トでの閲覧にはなっていないのです。これは全部紙ベースであるがゆえに、まさに電子申

請化を進めようとしているわけですけれども、実は私どもの検討の中でも、電子申請化を

進める中で、情報をより見やすくするという意味で、ネットでの公開もあわせて今後検討

していこうと思っています。ただ、現状を申しますと、インターネットでの閲覧はやって
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いないというのが実情でございます。 

○髙橋部会長 そうすると、事務所に来なければ見られないということですね。 

○平田建設業課長 許可行政庁に来ていただいて、見ていただく形になっております。 

○髙橋部会長 かなりそれは負担。一般消費者にそれはなかなか難しい。誰が見るのだと

いう話になりかねないと思います。 

○平田建設業課長 定量的には把握していませんけれども、結構いらっしゃって、閲覧の

スペースがあって、そこで見ていただいております。数をどう把握しているかという問題

はありますので、今の委員からの御質問について、どういうデータというか状況を御説明

できるか、御相談させていただければと思います。 

○髙橋部会長 ほかはいかがでしょうか。 

 川田専門委員。 

○川田専門委員 私のほうから１点、（１）の独自様式に沿った形での財務諸表の作成、

提出についてでございます。実はこれもアンケートによりますと、会社法上に基づく財務

諸表との重複があるのではないかという意見が結構来ているのです。 

 詳細な内容はよく分からないのですが、もし重複があれば、何らかの形でそれをなくし

ていただきたいと。本当に水増し防止と虚偽申請を防ぐ観点というならば、そこに限定し

て内容の見直しを行っていただきたいなと。 

 要は、みんな独自にこれは必要なのだと書いてあるのですけれども、内容の精査につい

ては触れていませんので、そういうところもぜひ御検討をお願いしたいと思います。 

○平田建設業課長 例えば、ある会社の売り上げがあったときに、その売り上げの中で、

いわゆる完成工事高、建設業としての売り上げがどのぐらいあるかと、あるいは売掛金と

かの中で建設業関係分がどれだけあるかとか、そういったことが分かるような財務諸表に

なっていまして、通常の会社法の財務諸表の様式だと、要するに建設会社として見たとき

にどうだろうかというところがやや分かりにくいということで今の形になっています。 

 それは裏を返して言うと、どういう情報が分かれば建設会社としての財務の評価ができ

るのかという議論と表裏だと思いますので、今の御指摘を踏まえまして、例えば何らか項

目を調整できないかとか、その辺のところは少し勉強させてください。会計的な結構専門

的な検討になってくると思いますので、建設会社の経理をやっている人とかの話も聞いて

みて勉強させていただければと思います。 

○髙橋部会長 今の御質問に関連するのですが、会社法上の財務諸表は、これをつくって

しまえば作る必要がないのですね。 

○平田建設業課長 建設業に関してはそうです。 

○髙橋部会長 建設業については、これだけつくれば、会社法上の財務諸表はもう作る必

要がないと。 

○平田建設業課長 要するに、会社法上、財務諸表の形式を定めていますが、建設業とか、

例えば十幾つの業種がありますけれども、その特別な幾つかの業種については会社法では
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ないやり方でやればいいというのが会社法の財務諸表の考え方ですので、建設会社につい

ては、これだけつくればオーケーということです。 

○髙橋部会長 分かりました。では、そこはぜひ御検討いただければと思います。 

 ほかはいかがでしょうか。 

 田中専門委員、どうぞ。 

○田中専門委員 先ほども質問させていただいたのですが、建設業法の決算報告に関する

点についても「虚偽申請を防ぐ観点から」と記載されています。こちらはもちろん名義の

虚偽もあるのでしょうが、内容の虚偽をも含むという御趣旨でしょうか。 

○平田建設業課長 今の御説明の中で申し上げた虚偽申請は、専ら内容の話でございまし

て、例えば、公共工事に出すときに、この工事は経営事項審査何点から何点までの業者さ

んに参加資格がありますよという形でやっていく場合が多いのですが、その点数の水増し

をするために財務諸表のデータをある意味操作するような例があったりするものですから、

それを防ぐためにチェックする側としても幾つかチェックの手段を持っているのですが、

そういう意味での虚偽申請対策でございます。 

○田中専門委員 年間44万件ぐらい決算報告があるということなのですが、これを全件調

査されているということになるのでしょうか。 

○平田建設業課長 実際にチェックをするのは、まさに点数が水増しにつながるような財

務諸表の操作を見なければいけない場面というのはいわゆる経営事項審査の部分だけでご

ざいます。許可をするときに最小限、例えば自己資本がどれだけあるかとか、そういうチ

ェックはしておりまして、それはそれでやっておりますが、虚偽申請対策が非常にいろい

ろと、より我々も神経を使っているのは公共事業につながっていく経営事項審査の部分で

ございます。それは44万も業者はいない状況でございます。 

○田中専門委員 そうすると、必要なときに求めれば足りるのであって、決算報告のとき

に常に添付書類を全て求める必要はないような気もするのですけれども、その辺はどうな

のでしょうか。 

○平田建設業課長 そういう意味で申しますと、決算報告の際に全部求めているわけでは

なくて、経営事項審査のチェックをするときに求めたり、そのときだけに限って求めてい

るものとかもありますので、常に決算報告のときに添付書類をいろいろと求めているわけ

では、実務的にない状況です。 

○田中専門委員 そうすると、最後の⑥のところで虚偽申請対策と併せて検討を行うとお

答えいただいているのですけれども、決算報告の添付書類については、もともと内容の虚

偽の確認のために求めているものは少ないということですから、ここで言う虚偽申請対策

とは、専ら名義の虚偽というふうに捉えてよろしいでしょうか。 

○平田建設業課長 ⑥の御指摘で書いてあるのが決算報告と建設業の許可申請の２つであ

るわけですけれども、私どもの受け取り方の問題ですが、経営事項審査とかも含めての話

だと思っておりましたので、そのように書かせていただきました。ただ、先ほどほかの分
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野でもお話が出ているとおり、申請者の虚偽というところの問題は、同様に我々も電子申

請とかの検討を進める際にも出てくる論点だと思いますので、そこのところはよく認識し

て検討していきたいと思います。 

○髙橋部会長 どうもありがとうございます。入札関係の公共工事にも関連しますので、

ここら辺も引き続きよろしくお願いいたします。 

 それでは、最後、測量法につきまして御質問等を頂戴したいと思いますが、いかがでし

ょうか。 

 どうぞ。 

○川田専門委員 これは先ほどの議論にもつながるのですけれども、いかほどが公衆の閲

覧に供されているのかなと。真正性を求める割には非常に添付書類が多いなという印象を

持っておりまして、真正性を確保するための別な手法がないのかという思いがあります。

⑧の関係ではそれが１点です。 

 それから、営業経歴書は、測量業者の技術力を評価するに当たって重要な情報であるこ

とから、３カ月以内の提出が求められていますが、電子申請利用率が0.3％余りという実態

があるわけです。この0.3％という非常に低い原因は一体どこにあるという分析をされて

いるのか。それについてお聞きしたいと思います。 

○出口建設市場整備課長 ありがとうございます。 

 まず１点目の⑧の書類が多いのではないかというところでございますけれども、先ほど

冒頭に申し上げましたとおり、測量法の関係で２つの目的がありまして、１つは行政側の

指導監督の基礎にするという目的と、ほかには、注文者のほうから見て適正な業者選択の

ために適切な情報を見ていただくという２つの目的がございます。 

 そういう意味で、今、インターネットでぜひ公表していきたいとは思っておりますけれ

ども、特に書類につきましては、測量業者側の申請の負担もちろんございますけれども、

御覧になられるユーザー側、注文者側の一覧性、利便性というのも考慮しながら、バラン

スをとりながらやる必要があるのかなということで、今のところこういう書類が必要では

ないかと考えております。 

 公表する部分については、先ほど申し上げたようにサーバーの容量の関係で物理的に今

できていませんけれども、方向としては、できるだけユーザー側、発注者側の利便性に資

するような形にしたいとは考えております。 

 もう一点、⑦で電子申請が低い原因でございます。悉皆的に調査したわけではないので

すけれども、よく事業者団体、測量業の団体の方ともお話をしますが、正直、電子申請に

ついて御意見をいただいたことは余りなくて、こちらからお聞きしても、基本的には中小

企業さんが多いものですから、そもそも会社の中で例えば申請書類について紙ベースで管

理をされている場合があるので、その場合にわざわざそれをネットに打ち込んでまたやる

よりも、そのまま紙でコピーして出したほうが早いねということをおっしゃる方もいらっ

しゃるようです。 
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 あるいは、そもそもネットでできるのは知っているけれども、どうやってやるかよく分

からないというお声も時々お聞きします。その部分については、我々も余り解説が丁寧で

はなかった部分もございますので、例えばホームページでこういうやり方をしましょうと

か、あるいはパンフレットみたいなもので、このような手引きに沿ってやればネットのほ

うが簡単にできますよとか、そういったものはこれから年度内につくっていきたいと考え

ております。 

 以上になります。 

○川田専門委員 ⑧なのですけれども、例えば、株主資本等変動計算書、注記表、本当に

こんなものが必要なのかなという単純な疑問があります。ちょっと過重な添付書類なのか

なと。もちろん貸借対照表、損益計算書、これは法人であれば誰でもつくっておりますの

で、それを用意すればいいと思うのですけれども、本当に注文者がそこまで確認しないと

だめな書類なのかなという単純な思いがありますので、お聞きした次第でございます。 

○出口建設市場整備課長 そのあたりの書類の削減についても、引き続き、いろいろ御意

見をいただきながら、特に事業者さんの御意見、なかなか具体的に、実は余り声がないの

です。このように書類が今大変なのでやめてくれとか、定期的に意見交換をするのですけ

れども、実は聞いたことがないものですから、改めてその当たりは特出しして聞いてみた

いなと思います。 

○髙橋部会長 私も書類については素人目に見ても明らかに、本当にこれだけ要るのかな

という気がします。そこは実感がなくてもコスト削減というのは極めて重要なことでござ

いますので御検討いただきたいということと、インターネットで見られなくて行政庁にわ

ざわざ来なければ見られないという制度は、事業者に出せといって、見るのに非常に手間

がかかるのでは、正当性がないのではないかと思います。そこは御省の中で予算配分をし

っかりとっていただいて、ぜひインターネット化をしていただきたいと思います。 

 ほかはいかがでしょうか。 

○濱西専門委員 これも具体的な数字でないと議論のベースが平行線になりますので、先

ほど建設業法でも申し上げましたように、過去３年間の閲覧者数の実数ということで、実

際に書類を事務所に来て見た人の数、それからインターネットの閲覧者数、それを事務局

のほうに提出していただけないでしょうか。よろしくお願いします。 

○出口建設市場整備課長 ありがとうございます。 

 ちょっと我々のほうでも、今、ネットではなくて実際に書類を置いていますのが各地方

整備局と事業者さんの営業所が置かれている都道府県のほうに置かれているものですから、

どこまで訪問者のデータをとっているかというのは確認しないとあれですけれども、どう

いう出し方ができるのか、考えてみたいと思います。 

○髙橋部会長 それから、虚偽申請の話なのですが、建設業法というのは割と行政法でも

有名なところで、苦労されているのはよく分かるのです。しかし、測量法というのはかな

り技術者集団なので、本当に虚偽申請対策にそんなに苦労されているのかなという気がす
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るのですが、そこはいかがなのでしょうか。 

○出口建設市場整備課長 そこは、必ずしも過去に非常に問題になった事例があるという

ことではないかとは思います。そこのところは私は今の時点でそういうものを持っている

わけではないのですけれども、もともと測量という業務自体が、普通は測量をしてそれに

基づいて設計をしてさらに建設するという一連のプロセスの中の一番川上の部分になるわ

けでございまして、測量が間違っているとそれに基づいて設計をしてしまって実際に現場

で着工が始まって、後で見ると全然測量が違うではないかということが現場で起こらない

とも限らないということでございますので、そういったときに事後的に救済が本当にでき

るのかといったことも含めて考えたときには、ある程度真正性、内容の真正性もそうです

し、本人の確認という部分もそうだと思いますけれども、そこは厳格に見ていかなければ

いけないのではないかというのが我々としての思いでございます。 

○髙橋部会長 そこはぜひIT室とも横並びでしっかり見ていただければと思いますので、

よろしくお願いします。 

 ほかはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、担当の審議官によくお伝えいただければと思いますので、よろしくお願いし

ます。本日はお忙しいところをありがとうございました。引き続きよろしくお願いいたし

ます。 

（国土交通省退室） 

○髙橋部会長 厚労省の前に５分だけ休憩をさせていただきたいと思います。よろしくお

願いします。 

 

（休  憩） 

 

○髙橋部会長 よろしいですか。お待たせしていますので、厚労省をお呼びしたほうがよ

ろしいかと思います。 

（厚生労働省入室） 

○髙橋部会長 恐れ入ります。お待たせ申し上げまして、失礼いたしました。 

 それでは、続きまして、厚生労働省より資料４について御説明を頂戴したいと思います。 

 本日はどうもお忙しいところ、ありがとうございます。よろしくお願いいたします。 

 時間の関係で、20分以内ということで、よろしくお願いいたします。 

○森光研究開発振興課長 私、厚生労働省の医政局研究開発振興課長をしております、森

光と申します。 

 資料４の一番最初にございます「１．再生医療等の安全性の確保等に関する法律」、こ

れにつきまして、御質問と、それに対する回答ということで、少し御説明をさせていただ

きます。 

 そこに書いておりますとおり、再生医療等安全性確保法については、省令で各手続につ
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いて様式を示しております。再生医療等の安全な提供、患者さんの保護ということですが、

医療の質及び保健衛生の確保という観点から、申請者、再生医療等安全性確保法では、申

請者を医療機関の管理者としております。その組織体としての意思決定の確認を行う手段

として、現在のところ、押印を求めておるという状況でございます。 

 この申請に当たりましては、そこに書いてありますように、真正性・本人の確認・意思

確認が必要と考えております。現時点では、見直しということに至りませんが、内閣官房

において、2017年度末までに押印見直しに関する方針、2018年度を目途に「オンライン手

続におけるリスク評価及び電子署名・認証ガイドライン」の見直しが行われるということ

を伺っておりますので、その見直しを踏まえて変えていきたいと思っております。 

 ２つ目の御質問でございますけれども、郵送での申請は可能なのかということでござい

ますが、郵送での申請は可能としております。オンラインでの申請につき、検討の余地は

ないのかということでございますが、実際、現在の再生医療等安全性確保法に基づく申請

につきましては、作成支援をする独自のシステムをつくっております。また、押印の必要

な申請書類以外の添付書類については、システムにアップロードをいただければ、紙での

提出は不要としております。押印の部分が入っております申請書類だけ、そのため、郵送

をお願いしておりまして、それ以外の添付書類に関しては、全てオンラインでの提出が可

能となっておりまして、検討の余地はないのかということですが、できる限りのことはさ

せていただいておる状況でございます。 

 私からは以上です。 

○髙橋部会長 よろしくお願いいたします。 

○屋敷総務課長 医薬・生活衛生局総務課長の屋敷と申します。よろしくお願いいたしま

す。 

 続きまして、資料の２ページ目、３ページ目、私どもは薬機法と言っておりますが、医

薬品、医療機器等の法律でございます。自治体で実務を担っておりますのが、薬局、販売

業といった直に患者さんに接する部分でありますとか、製造販売業あるいは製造業等の許

可、それに伴う手続について自治体のほうで担当しております。 

 今回のテーマに即しまして申し上げますと、まず、削減方策としては、郵送率を上げる

ことにより負担軽減ということで取り組んでいきたいと考えております。昨年秋に自治体

に協力を要請しておりまして、年末の段階で行きますとまだ10％であったということです

が、引き続き、例えば私ども、今月、また全国の担当課長会議等を開催いたします。基本

計画の趣旨、あるいは行政手続法の趣旨というものも、改めて自治体と認識の共有を図り

ながら、郵送化の取組について推進をしてまいりたいと考えます。 

 また、お願いするだけではなくて、ちゃんとフォローアップすることも大切だと考えて

おります。そのような形で基本計画の進捗を進めてまいりたいと思います。 

 電子申請の関係でございますが、判こが要らないところにつきましては、電子メール等

からの取組ということになりますが、それを進めていくように同じく自治体には働きかけ
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てまいります。 

 また、薬局に関しまして、標準処理期間、あるいは審査基準についてでございます。審

査基準につきましては、従前より通知、Q&Aの形で示しているところでございますが、改め

て、いろいろなところを見て分からないということだと不便ですから、行政のほうもそう

ですし、申請者のほうもそうですが、一覧性がある形で見られるように、ホームページ等

の整理をしております。それに沿った様式で受け付け審査を行う、あるいは申請をしてい

だくように、自治体にも連絡をさせていただいております。 

 また、標準処理期間、審査基準、公表していない自治体もあるということでございます。

これは同じく、また、これはお互いのためになることだと思います。自治体にも促してま

いりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○髙橋部会長 ありがとうございました。 

 よろしくお願いいたします。 

○道野食品監視安全課長 食品監視安全課長の道野と申します。よろしくお願いいたしま

す。 

 資料４、４ページ目、「３．食品衛生法」の部分でございます。食品衛生法自体は、御

承知のとおり食品の安全規制ということで、許可手続につきましては、公衆衛生上、影響

が大きいと考えられる飲食店を初めとした34の業種について、許可営業とされております。 

 御質問ですが、食品衛生法関係の手続につき、全国統一のオンラインシステムを構築す

る予定があるということでございます。システムの仕様や構築のスケジュール、システム

導入により様式も統一されるのかというような御質問でございました。 

 資料、次のページを見ていただきますと、「食品衛生申請等システム（仮称）について」

という資料がございます。これに基づいて御説明いたします。 

 このシステム自体は、現在の営業許可の関連手続について電子化しようというものであ

ります。②のところにありますように、営業許可申請から始まりまして、許可証の作成と

いうようなことも含めて機能を持たせる。さらには検索等もできるようにしていこうとい

うことで、結ぶ先としては、食品等関連事業者、それから、実際に事務をやっている地方

自治体の保健所、本庁、それと、厚生労働省からも内容について確認できるようにすると

いったようなシステムのイメージでございます。 

 スケジュールにつきましては、下の囲みにございますように、平成30年度からシステム

開発をスタートするというようなことで計画をしております。課題といたしましては、ま

ず本人確認の仕様については今後検討していくということが１点。あと、許可の場合、現

場の施設と申請内容の確認であるとか、現場の構造や設備が基準に合っているかどうかと

いうことで、現場検査を行うということがあります。 

 さらに、各自治体で、現在、電子申請を行っている自治体はございませんけれども、申

請内容を保存するのにシステムを既に持っている自治体がございますので、そういった自
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治体の既存システムとの、要は連結をどうしていくかということなどが今後の課題になっ

ていくと考えております。 

 ちなみに、申請の様式につきましては、今、御説明したように、申請等はシステム上で

行うことにしようということで計画をしておりますので、基本的には申請に必要な事項に

ついては統一されると考えております。 

 以上です。 

○髙橋部会長 どうもありがとうございます。 

○竹林生活衛生課長 続きまして、６ページ目の「４．美容師法、理容師法、旅館業法」

でございます。 

 論点のところに書いてあります御指摘ですが、「担当者ごとに判断基準が異なる」とい

うことがまず書かれておりますけれども、同じ自治体であれば同じルールでやっていただ

くというのは当然のことだと私どもも思っておりますが、こういう話については基本的に

はそれぞれの自治体のほうで対応いただくことかと思います。 

 いわゆるローカルルールについてということでございますけれども、美容師法、理容師

法、旅館業法につきましては、自治事務である上に、もともとその地域の実情を踏まえた

条例を定めるということが明確に想定される法律になっておりまして、当然、自治体がそ

ういう条例を定めることによって、結果的に地域間で対応にばらつきが出るということは、

法律上、当然想定される事態でありまして、地方分権の観点からも、これを問題視すると

いうことにはなかなかならないのかなと思います。 

 国としてのガイドラインということにつきましては、当然この３法ともガイドラインと

して衛生等管理要領という通知を出させていただいておりまして、少なくとも国の法令に

ついては明確に考え方を示しているつもりでございます。当然、それに疑義が生じるとい

うことはどんな行政分野でもあると思うのですけれども、それについては丁寧に対応する。

質問が多いことについては、Q＆Aを出したりとか、場合によっては表現ぶりを直させてい

ただいて、ばらつきが生じないように丁寧に対応していきたいとは考えております。 

 以上でございます。 

○髙橋部会長 よろしくお願いいたします。 

○成田大臣官房審議官（雇用環境・均等、子ども家庭、少子化対策担当） 児童福祉法の

関係につきまして、子ども家庭局でございます。 

 資料７ページ、まず⑦の関係でございます。標準的様式の策定に当たりましては、今後、

幾つかの自治体の様式を参考の上、標準的様式を策定いたしまして、各自治体に対して通

知させていただくことを想定しております。 

 その際に、各自治体の個別具体的な事業に対応できるような様式にする必要があると考

えておりますので、御指摘の点も踏まえて対応していきたいと思っております。 

 ⑧放課後児童健全育成事業につきましては、自治事務でございますことから、地域の実

情を踏まえた条例等を定めることができることになっておりまして、地域間で対応にばら
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つきが出ることにつきましては、想定されているところでございます。地方分権の観点か

ら、様式の統一、あるいは「ローカルルール」の是正に当たりましては、地方自治体の御

意見をよく聞いて検討することが必要ではないかと考えております。 

 厚生労働省といたしましては、現在、計画に書いてございますように、様式をインター

ネットで入手できるようにすることや「届出を郵送や電子メールで行えるようにすること」

につきまして、自治体の御理解、御協力をいただくようにお願いをすることに加えまして、

御指摘を踏まえまして、現在、届出様式の例をお示ししておりますけれども、ここにおけ

る本人確認、押印の在り方の見直しなどについて、今後検討していきたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○髙橋部会長 よろしくお願いいたします。 

○内山障害福祉課長 障害福祉課長でございます。 

 ９ページ目「６．障害者総合支援法」に関してでございます。これは障害者の方々につ

いて福祉サービスを提供している法律でございますけれども、まず、郵送届出につきまし

て、郵送により提出される変更の届出の程度につきましては、私どもで正確な件数を把握

しているものではありませんが、指定権者、都道府県、政令市などによりまして、郵送で

の届出の割合が高いところ、低いところ、実態は様々だと承知してございます。 

 この指定等の手続におきまして、電子申請の仕組み、これは都道府県、指定都市等で受

け取っていただく必要があるわけですけれども、そこで電子申請の仕組みが十分に整備さ

れていない現状を踏まえまして、一方で「行政手続コスト」削減ということもございます

ので、今回の基本計画においては、郵送による書類提出を原則とさせていただいているも

のでございます。 

 電子申請手続の導入については、その導入に伴う影響、特に自治体におけます電子申請

の仕組みの整備状況なども踏まえて、今後対応を検討させていただきたいと考えてござい

ます。 

 以上です。 

○髙橋部会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまの御説明につきまして、御質問を頂戴したいと思いますが、私のほ

うで、まず全体的なところをお願いしておきたいと思います。 

 今日は窓口の審議官がいらっしゃっていないのですけれども、お伝えいただければと思

います。１月10日付で「基本計画（営業の許可・認可に係る手続）の見直しへ向けて」と

いう取りまとめを我々の作業の中で行いまして、事務局から皆様方のところにお送りをさ

せていただいています。本日の会議の参考資料６でございます。 

 そこでも、我々の検討の中で、御省ごとに、省庁ごとに、許認可については２割削減と

いうのを明確に「道筋」をつけて達成していただくことが必要だという結論に至りました。

そういう意味では、３月の頭までに厚生労働省として全体の許認可、２割削減の「道筋」
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を明確につけていただく基本計画を出していただくことになっておりますので、皆様方、

全部含めて２割、お願いしたいということになっております。その旨、御協力ほど、よろ

しくお願いしたいと思っております。お伝え願えればということでございます。 

 それから、オンライン手続についての御回答は幾つかありますが、我々としては、現在

可能なものでも利用率が低いものであるとか、過去に一旦オンラインを導入したのだけれ

ども、やめてしまったという手続があるのは承知しております。その場合でも、なぜオン

ラインが進まなかったのかという分析をきっちりしていただいて、なるべく障害要因を取

り除く方向で御検討いただければと思っています。 

 それとの関係では、基本計画を策定した時点と今日の時点では、もう世の中の状況は全

く変わっておりまして、総理の添付書類はなくすという御発言もいただきましたし、今、

御同席いただいているIT本部でも、押印の省略については横断的に手続、棚卸しをすると

いうような方針も出ております。その方針に従って、ぜひ基本計画を見直して、２割削減

にめどをつけていただきたいということを、厚生労働省全体として、かつ、それぞれの手

続を御担当している部署に対してもお願いしたいと思いますので、その旨、よろしくお願

いいたします。まず、そういうことでございます。 

 個別の法律に行きたいと思います。再生医療の関係につきまして、御質問を頂戴したい

と思いますが、いかがでしょうか。 

 川田専門委員、どうぞ。 

○川田専門委員 １点だけ質問でございます。 

 ①につきまして、これは政府の方針に従って改定をするということで御回答をいただい

たと認識しておりますが、②につきまして、下から２行目ですが、オンラインで完結する

仕組みについては、費用対効果も勘案しながら考えますということなのですが、どういう

費用とどういう効果というものを考えているのか、お聞きしたいと思います。 

○森光研究開発振興課長 オンラインで完結する仕組みというのは、今のシステムを少し

改修する必要がございます。システムについては、ほとんどの申請者に使ってはいただい

ておるので、押印が必要な申請書類の郵送をなくすことができれば、確かに私どもはいい

と思っているのですが、そのためには、システム改修の費用が発生します。 

 効果という意味では、例えば、新規提供計画の申請が年間約800件ぐらい行われておりま

す。この申請件数が、徐々に減ってきているところもあるので、そういう意味で、システ

ム改修のための費用が認められるかどうか。その費用さえ認められれば、国の方針の見直

しに従ってシステムを改修していくということは、私もやぶさかではないと思っておりま

す。 

○川田専門委員 実は今回の見直しの目的というのは、事業者における行政手続負担、コ

ストを削減していこうという観点からのものでしたので、費用というのは行政側の費用な

のか、事業者側の費用なのか確認したかったわけですけれども、行政側の費用だというこ

とですか。 
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○森光研究開発振興課長 もう一つは、押印をやめるという国の方針の見直しに従ったと

きに、申請者側にどのくらいの費用がかかるのかというのは、私どももまだ見えておりま

せんので、その分は少し考えなければいけないと思っています。 

○髙橋部会長 関連してですが、これは川田専門委員からも国交省のときにお話しされた

のですが、全体として電子に行っているときに、少しだけでも紙が残っているというのは、

事業者にとってはIT化を進める点では困難である。一個一個の手続については少しの費用

でも、全体としてIT化を進める上で紙が残っていると、なかなか進みにくいという現状が

ある。繰り返しますが、全体としてのIT化の推進ということで言うと、ちょっとした紙が

残っているというところは、そこの手続だけ見ればそうなのだと思うのですが、会社全体

のIT化の前進にとってみれば、それだけ残っていることでかなり障害になることもござい

ますので、そこはぜひ御検討いただければと思います。 

 これもぜひ全体の関連として、国交省にもぜひ事務局から言ってほしいのですが、経産

省としては、中小企業に対しては、300万社ある中小企業のうち100万社に対しては、IT化

の導入について補助金を出すと現在おっしゃっております。そういう状況も踏まえて、中

小の事業者に対しても、国としてはIT化を進めるという方向の中で物事が進んでいる状況

を踏まえて、ぜひ御検討いただければと。これも厚労省にぜひ、全体を担当されている方

にお伝えいただければと思います。 

 ほか、いかがでしょうか。 

 濱西専門委員、どうぞ。 

○濱西専門委員 申請書の申請者の押印なのですけれども、病院管理者が申請をすること

自体が意思のあらわれであり、意思決定の確認というのは理由になっていないと思います

ので、こういうことを書くことは控えていただきたいと思っています。 

 真正性や本人確認については、先ほど見直されるということですので、ぜひとも検討し

ていただきたいというお願いです。 

○髙橋部会長 いかがでしょうか。 

○森光研究開発振興課長 確かに真正性の部分と意思確認ですね。そこについては、私ど

もも非常に大事なことだと思っているのです。確認の方法として、将来的に押印の見直し

の方向性が決まれば、それに従って確認の方法を変えていくことについては、やぶさかで

はないと思っています。 

○髙橋部会長 そこを申し上げたいと思うのですが、御省の中でも、そういうことを待た

ずに廃止されると決められた部署もたくさんあるのです。そういう意味では、待ってから

検討するというのではなくて、棚卸しをIT室が進めておりますので、その中で積極的に検

討されているという姿勢を見せていただきたい。要するに、政府全体でこう決まったから

それに基づいてやりますというのではなくて、既にその作業の中で、積極的にIT室などで

やっている棚卸しに合わせて前向きに御検討いただく姿勢を見せていただきたいと思って

いるのですが、そこはいかがでしょうか。 
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○森光研究開発振興課長 押印による本人の確認というところにおいて、私どもが担当し

ている再生医療等安全性確保法に基づく手続というのは、例えば、再生医療等提供計画の

新規申請は年間約800件ですけれども、申請者としては小規模なクリニックが多くなって

おり、他の一般的な手続の対象となる事業者と異なる部分があります。 

○髙橋部会長 クリニックだって、税金だって集まるし、そういう意味で、全体としての

IT化を進めていく方向で政府は動いています。繰り返しますが、そこだけ取り上げるか、

それとも全体として政府全体の行政手続がIT化の方向に行っている中で、それに合わせる

かという話だと思いますので、そこは個別、IT室ともよく御相談して、御検討いただけれ

ばと思います。 

 ほかはいかがでしょうか。 

 これは印鑑証明も求めているのですか。 

○森光研究開発振興課長 求めておりません。 

○髙橋部会長 分かりました。それは結構です。 

 そういう意味で、そういう方向で、ぜひよろしくお願いいたします。 

 次が医薬品の関係でございますが、これについて御質問を頂戴したいと思います。いか

がでしょうか。 

 川田専門委員、どうぞ。 

○川田専門委員 ２ページでございます。これは③④を通しまして、地方自治体への周知

徹底、あるいは、その辺の向上に努めるという御回答であるわけですけれども、厚労省担

当部局の地方自治体に対する徹底の度合いはどのくらいなのか。 

 つまり、厚労省の担当部局が、例えば電子化を進めよう、統一の申請様式を作ろうとい

うときに、地方自治体はそれに従うのか、協力をするのか。あるいは、地方には独自の様々

な事情があるからだめだ、参考にはするけれども、予算の関係もあるので別に従う必要は

ないよ、ということなのか。その辺り、厚労省の担当部局としての地方自治体への指導の

在り方みたいなものはどのようなものかをお聞きしたいところです。 

○屋敷総務課長 私どもから見て、薬機法の自治体との関係でございます。法律自体は自

治事務ということなのですが、薬機法の性格を考えますと、まず、物を承認するというの

は国が行っておりまして、あとは実際の患者さんのインターフェースであります薬局、あ

るいは販売業といったところ、あと製造業、マニュファクチャー、そういうところは自治

体で行っている。 

 この事務の性格からいきまして衛生規制でございますので、基本的にはそんなに地域の

実情に差があるものとは考えておりません。そういう意味で、今回自治体に働きかけると

いうことで申し上げておりますけれども、それは自治体でも審査とか内容を、添付書類等

も含めて、基本的には同じものをやっていただきたいと考えております。また、自治体の

ほうの、我々のこういうスタンスに対してどのようなリアクションがあるかということは、

丁寧に拾う必要があるかと思っています。 
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 今回、この基本計画の策定等の機会を捉まえまして、申請者の負担軽減、これは大切な

ことだと思っていますので、自治体とのコミュニケーションを続けながら取り組んでいき

たいというのが基本的なスタンスです。自治体も恐らくそんなに大きな反発などは出てこ

ないのではないかと。ただ、これからコミュニケーションを続けなければいけませんので、

それはしっかりとりながらやっていきたいというスタンスでございます。 

○髙橋部会長 いかがでしょうか。 

 濱西専門委員、どうぞ。 

○濱西専門委員 まず御質問させていただきたい点が、この法律の地方公共団体の許認可

等については全て自治事務であって、法定受託事務はないということで理解してよろしい

でしょうか。まず前提を質問させていただきたいと思います。 

○屋敷総務課長 そういう前提で結構かと思います。 

○濱西専門委員 分かりました。ありがとうございます。 

 仮に自治事務だとした場合においても、法律を所管しておられるわけですから、一定の

統一的な事務展開が全国で行われるように確保する必要があると考えております。 

 したがって、まず審査基準が公表されていないとか、そういうものは非常に行政手続法

との関係で問題があるわけで、 

 あるいは、標準処理期間についても。 

○髙橋部会長 標準処理期間は設定したら公表です。 

○濱西専門委員 標準処理期間についても設定したら公表しなければいけないわけですし、

標準処理期間のばらつき、こういったような基本的な事項については実態を把握して、地

方公共団体に対して技術的助言として働きかけていく。そうした対話が必要だと思います

が、いかがでしょうか。 

○屋敷総務課長 まさに御指摘のとおりで、薬機法の運営をするということは、同時に、

そういう観点は必要ですが、行政手続法も行政機関である以上守っていかなければいけな

いということでございます。ですから、そういう意味で、私どもはまだ不足の部分もある

という前提に立った上で、自治体の実態把握もしたいと思いますし、標準処理期間の設定、

あるいは、その場合の公表とか、そういう取組は進めていきたいと考えております。 

○髙橋部会長 ほか、いかがでしょうか。 

 １点、開設申請については登記事項証明書を求めていらっしゃると思いますが、それは

それでよろしいのでしょうか。 

○屋敷総務課長 求めております。 

○髙橋部会長 こういうものは政府間のバックヤード連携で不要にしましょうという方向

になっておりますので、厚労省としてもその辺は御検討いただければと思いますので、よ

ろしくお願いします。それはよろしいでしょうか。 

 では、その辺、ぜひよろしくお願いしたいと思います。ありがとうございました。 

 次は食品衛生法についてのお話に移りたいと思います。いかがでしょうか。 
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 全国オンラインシステム、これは意欲的なお話だと思いまして、すばらしいと思います。

自治体と具体的に話を共有されていると思いますが、どのような要望が出ているのかとい

うことを先進的な事例として御紹介いただければと思いますが、いかがでしょうか。 

○道野食品監視安全課長 スケジュールは先ほど申し上げたとおり、30年度の予算と２年

間で基本設計するということでスタートします。それは事前の調査というより、実は今、

ちょうどアンケートをとっているところでございます。 

 先ほど申し上げたとおり、電子申請自体はやっている自治体はないのです。ただ、例え

ば施設の図面だとか、そういった過去の申請を管理するためにシステム化しているところ

が一部ございまして、これから開発する新システムとそのシステムの連結をどうするかと

いうところは、結構各自治体、悩ましい部分になってくるのではないかと思います。それ

については、一部、そういった声も既に聞いております。 

 先ほど申し上げたとおり、現場確認があるということがありますので、必ずしも電子申

請だけで手続が終わるというわけではないので、そういったところも含めて、事業者の方

にも理解をいただきながら、進めていく必要があるかなと考えております。 

○髙橋部会長 自治事務ですね。そういう意味では、ある意味で電子申請するということ

だと様式も統一しなければいけないということだと思うのですけれども、自治体独自の項

目が要るのではないかという話も多分あると思うのです。これは子ども・子育て本部にも

お願いしているのですが、自治体の独自の要望にも応えるような標準様式をぜひつくって

いただけるような工夫をお願いしたいと思います。そこはいかがでしょうか。 

○道野食品監視安全課長 様式については、現行を申し上げると、標準様式を示していま

すけれども、実際にそれを使っているところは３割から４割ぐらいかなというところで、

そういう切替えのタイミングがないとなかなか難しいところがございます。 

 通常国会に食品衛生法の改正法案を出すように、今、準備をしておりまして、こういっ

た機会にできるだけ様式だとか基準だとかというものも含めて統一できないか。もちろん

きれいに全国同じようになるのは難しいと思うのですけれども、現行、かなりばらつきが

あって、そういった観点での指摘もございます。何とかその辺の対応が、自治事務という

制限、制約の中でどこまでできるのかというのは、我々もまだ考えていかなければいけな

いところなのですけれども、対応していきたいと考えています。 

 自治体の要望に関しましては、現在、自治体が申請時にとっている項目、情報について、

できるだけ幅広くデータとして含めるように、今の時点では、項目はざっとデータを一応

整理したものを、先ほど申し上げたように、自治体にアンケート調査をやっているのです

が、そういったものが必要かどうかということも今、聞いているところです。 

 ただ、経費等の関係もありますので、どこまでやれるかは今後の話ではありますけれど

も、自治体からもそういった観点での意見も聞いているというのが現状でございます。 

○髙橋部会長 繰り返しますが、自治事務なので、自治体独自の基準があり得る。ただ、

当然これはちょっと過剰であるとか、不合理な項目というのは、法令所管官庁としては技
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術的な助言でなくしていただくことは必要だと思います。 

 ただ、多少のばらつきが出てくるのは、これは自治事務である性格上、やむを得ません。

それを踏まえて、子ども・子育て本部にもお願いをしましたが、ほとんどの自治体が使え

るような標準様式を工夫して、自治体の要望を聞きつつ、標準様式化を進めていただけれ

ばと思います。その辺は議事録などを見ていただいて、御検討いただければと思います。 

 ほかはいかがでしょうか。 

 川田専門委員、どうぞ。 

○川田専門委員 様式の問題もそのとおりなのですけれども、添付書類も場合によっては

ばらばらなところがあるかもしれませんので、もし統一できるのならば統一していただき

たいと思いますので、よろしくお願いします。 

○道野食品監視安全課長 はい。 

○髙橋部会長 その辺も含めて、よろしくお願いいたします。 

 次は美容師法、理容師法、旅館業法について、お願いしたいと思います。 

 御質問等はございますでしょうか。よろしくお願いいたします。 

 これは６ページの論点を注意して書いたつもりで「担当者ごとに判断基準が異なる」と

書いてありますね。要するに、自治体ごとに判断基準が異なるから困るとは書いていない

ので、別に分権の観点から問題があるような、統一をしてくれというお願いをしたつもり

はないのですが、そこはいかがでしょうか。 

○竹林生活衛生課長 一応２つに書き分けておりまして、要は、１つ目のパラのところが

担当者の個人ごとに解釈が異なるみたいな話なのですけれども、これはさすがによくない

事態だと思うのですが、我々は少なくとも国の法令の解釈はこうですということはお示し

しています。 

 そこが担当者Ａと担当者Ｂで解釈が違うと言われましても、基本は自治体の中の問題な

のですが、ただ、私どもの例えば通知の文言がすごく不明瞭でそういうことが起こってし

まうのであれば、それは直さなければいけないのだと思うのです。それはある意味で日々

の、この解釈はどうなのですかという疑義解釈に丁寧に対応したりとか、そこに書いてあ

りますように、Q&Aを出したりなどすることによって、標準化というか、誰が読んでも同じ

解釈になるような努力はしていきたいと思っています。 

 なお「ローカルルールにつき」と書いてあったものですから、２番目のことについては、

一応書かせていただきましたというだけのことでございます。 

○髙橋部会長 自治事務なので、多少基準が地方ごとに違うのはやむを得ないと私も思っ

ています。ただ、繰り返しますが、その中で裁量性が高過ぎて、運用が不透明というのは、

ある意味では、法令所管官庁の注目すべき問題、関心事項だと私は思うのです。 

 そういう意味では、事業者から指摘をされているということであれば、特にそこを指摘

していただいて、運用を直していただくという御努力はしていただければと思うのですが、

そこはいかがでしょうか。 
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○竹林生活衛生課長 例えば旅館業法に関して言いますと、規制改革推進会議の御意見を

踏まえて、最近、結構大きな規制緩和をしています。国のほうの法令や通知をすごく簡素

にするわけなのですけれども、例えば旅館ごとの便所の数の規制みたいなものはもともと

ありまして、宿泊者の人数に応じて何個以上便器がなければいけないなどというルールが

もともとあったのですけれども、これは細か過ぎるということで、例えば今回なくしてい

ます。 

 ところが、なくしますということを自治体の担当者に言うと、ルールがなくなってしま

うのですかと、こんなリアクションだったりもします。要は、私どもの通知上は、適当な

数があればいいというルールにしているのですけれども、もしかすると、自治体ごとに、

それでは余りに何もルールがないのも困るということで、ローカルルールができてくるか

もしれないという危惧を持っています。 

 ただ、網羅的にローカルルールがいけないのだという前提に立って、全体を調査するこ

とはなかなかできないと思いますが、私どもの今、行っております規制緩和の観点で、ゆ

ゆしきものが個別具体的に、このばらつきはひどいのではないのみたいな御指摘があれば、

そこは実態を把握したり、自治体に対して全国の状況はこうですみたいなことで、再考を

促す対応は考えられるのではないかと思います。 

○髙橋部会長 性能規定化だと思うのですけれども、繰り返しますが、性能規定になって

も、性能規定の運用については予見可能性があって、恣意性がないような運用をしなけれ

ばいけないというのが、これは当たり前のことだと思います。 

 そういう意味で、自治体に対しても、規制緩和の観点で法令が簡素になったとしても、

繰り返しますが、その運用に当たっては、逆に規制緩和の観点から、事業者からいろいろ

と苦情が出るような、問題点を指摘されるような運用にしてもらっては困りますというよ

うなことは、これは法令所管官庁としては繰り返しお願いしたいということです。 

 ですから、そういう意味では、まさに自治体に任された基準の運用については、私ども

としては、こういう運用をしていますということを、ある種、透明性のある形でしっかり

示していただくというような御助言をいただくことが必要なのではないかと思うのですが、

そこはいかがでしょうか。 

○竹林生活衛生課長 失礼いたしました。なので、本当に私どもも通知上、トイレの数は

適当な数ということで、細かなルールは設定しないということをお示しはするわけなので

す。ただ、そうは言ってもみたいなことがあり得るので、ここは個別具体に、こんなもの

はひどいのではないかというようなお話があれば、もちろん強権的にできませんけれども、

先生がおっしゃったような形で自治体を指導することは可能だと思います。 

○髙橋部会長 限界事例について、自治体にそういうことを自分で決めてくれというお願

いですね。予見可能性があるような形で運用可能な基準を具体化してくれと、こういう話

なのではないでしょうか。 

○竹林生活衛生課長 私どものほう、今の便所のことを余り個別に掘り下げてもしようが
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ないのですけれども、数値に科学的な根拠がないものを緩めよと言われまして、それで適

当な数というルールにしているわけです。なので、自治体ごとに予見可能性のある数字を

置けというのは、規制緩和のもともとの発想と逆行してしまうものですから、なかなか難

しくて、余り細かいことを言わないでくださいとお願いするしかないのだと思うのですけ

れども、その辺も難しいところかと思います。確かに余りにばらつきがひどいときには、

先生のおっしゃるような趣旨を踏まえて対応するのかなとは思っております。 

○髙橋部会長 そこはなかなか一長一短のところがありますので、ぜひ問題がないように

運用していただければと思います。 

 濱西専門委員、どうぞ。 

○濱西専門委員 先ほど来のお答えぶりを聞いていますと、何か問題があれば、御指摘を

受ければ対応しますという非常に消極的な姿勢というのですか、法令所管省庁としては少

し消極的過ぎるのではないかと思われます。 

 どういうことかというと、分権のことはもちろん分かるのですけれども、法を所管して

いる立場として、現在自治体がどういうルールを定めているのか、積極的にそこは情報収

集をして、その上で、問題があれば、事業者が困まって声をあげる前に対話を通じて働き

かけていく。そうした取り組みが法令所管省庁の立場だと私は思っています。何か問題が

起こったらその場ごとに対応するというのは、これは国民目線の行政とは言えないと思う

のですが、いかがでしょうか。基本的な考え方が疑問に思います。 

○川田専門委員 関連して、私も実はそこが気になったところでございまして、この６ペ

ージの御回答の下から４行目から読みますと、細かい事項や個別の事項について自治体担

当者から照会があった場合には、当該疑義照会に対して日常的に丁寧に対応する。疑義が

多い場合はQ&Aの速やかな発出等により対応すべき考え、今後とも国として丁寧に対応し

てまいりたいと。誰に対応するのか。これを読むと、地方自治の担当者に丁寧に対応して

いくと読めるのです。 

 いろいろなローカルルールがあって非常に手続が煩雑である、コストがかかるというの

は経済団体から多数出ているところでございますが、その回答が、地方自治事務だからや

むを得ないということはあるでしょうけれども、それは地方に対して丁寧に対応しますよ

ということであると、事業者目線という今回の趣旨と違うのかなと。先ほどお話しがあっ

たように、もう少し積極的な御対応ができないのかという思いがあるのです。 

○竹林生活衛生課長 自治体ごとに強い意図を持ってローカルルールを定める場合に、な

かなか対応するのが難しい面があるのですけれども、そうではなくて、国の法令通知が分

かりづらくてばらつくということはよくないことだと私たちも思います。 

 ですから、直接的には自治体の方に丁寧に対応することによって、それがばらつきをな

くすことにつながるので、結果的には民間企業さんのためになるのだろうと。そういう趣

旨で、直接的には自治体に丁寧に対応するのだけれども、そのことが自治体の窓口の対応

の丁寧さというか、ばらつきのなさにつながると思っておりますので、そのように書かせ
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ていただいたということが、川田専門委員の御質問に対するお答えです。 

 前半部分につきましては、地方自治の関係のこともありますので、ローカルルールがあ

るということ自体を何かおかしなことだと捉えるわけにはなかなかいかない中で、ただ、

それこそお客様目線で考えたときに、これがばらついているのは幾ら何でも困るでしょう

みたいな、そういうことに特化して対応していったほうが、地方自治の趣旨も踏まえつつ、

実体経済に与える影響なども踏まえて対応できると考えています。そういう意味で、問題

の多いものについて対応するということが合理的なのではないかと考えている次第です。 

○髙橋部会長 多分、待ちの姿勢では困りますと。積極的に不合理なローカルルール、ば

らつきが出ないように、そこは御省として積極的に実情を把握されて、事前に機敏に対応

していただくことをお願いしたいという趣旨だと思います。 

 要するに、待っていて、問題があれば対応しますということではなくて、問題がないか

どうかを常に自治体と連携しながら、実情を把握しながら予防的にやっていただきたいと

いうお願いだと。そこはよろしいですね。 

 では、そういうことでお願いしたい。具体論でないと分からない、この辺はもう水かけ

論になってしまいますので、今後、よろしくお願いします。 

 それでは、児童福祉法に参りたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 これも同じだと思いますが、標準様式の策定に当たっては、ぜひ自治体の使い勝手がい

いような形で標準様式を御検討いただければと思いますが、そこはいかがでしょうか。 

○成田大臣官房審議官（雇用環境・均等、子ども家庭、少子化対策担当） 計画に基づき

まして、これから各自治体の様式等を入手して、実態がどうなっているのかということを

踏まえて対応を検討していきたいと考えております。 

○髙橋部会長 もう一度言いますが、自治体の要望をよく聞いていただいて、上からこう

だというのではなくて、標準様式を決めても、自治事務で私はこれについていけませんと

言われればおしまいなので、そこはついていけるような丁寧なやり方で標準様式をつくっ

ていただけるのでしょうかというお願いなのですが、そこはいかがでしょうか。 

○成田大臣官房審議官（雇用環境・均等、子ども家庭、少子化対策担当） 自治体の方が

利用していただきやすいような様式にしていきたいと思っております。 

○髙橋部会長 よろしくお願いします。 

 電子化についても基本的には同じでしょうか。電子メール化の話についても、ほぼ全て

について「Ｃ」となっているのです。しかしながら、自治事務だから、そこは自治体任せ

ですというのではなくて、積極的に自治体に働きかけていただく。同じチームでも、ここ

にいらっしゃっている課によっても全く温度差が違うわけですから、そういう意味では、

できることをしっかりやっていただく姿勢でお願いしたいと思うのですが、そこはいかが

でしょうか。 

○成田大臣官房審議官（雇用環境・均等、子ども家庭、少子化対策担当） ⑧につきまし

ては、電子メールで行えるようにするように御協力をお願いするということを書いてござ
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いますが、ほかの部分につきましても、どういう形でお示しするか、これから検討したい

と思います。 

○髙橋部会長 本人確認や記載方法の見直しについても、IT本部とも今、連携していただ

いてやっておりますので、冒頭にお願いしましたように、政府全体として、もう方針化さ

れておりますので、要らないものは全部省くというようなことで、使い勝手のいい手続に

していただければと思います。ぜひともよろしくお願いいたします。 

 最後でございます。障害者総合支援法につきまして、御意見を頂戴したいと思いますが、

いかがでしょうか。 

 これは14万件ですので、本年度コスト計測をお願いするような項目だと思うのですが、

されているということでよろしいでしょうか。 

○内山障害福祉課長 今、作業に取り組ませていただいています。 

○髙橋部会長 実際にもうコスト計測の作業は始められている。 

○内山障害福祉課長 どうやるかということも含めて、少し検討をさせていただいていま

す。 

○髙橋部会長 コスト計測は来年度でしたか。 

○谷輪参事官 今年度です。 

○髙橋部会長 では、今年の３月まで。それで、今、検討しているというのでできるので

すか。 

○内山障害福祉課長 今年度中にできますように、計測をさせていただきたいと思ってい

ます。 

○髙橋部会長 あと２カ月ですけれども、できるのでしょうか。 

○内山障害福祉課長 それは今年度中にやることになっていますので、やらせていただく

ということだと思います。 

○髙橋部会長 やっていただけるということですね。分かりました。そこはぜひよろしく

お願いします。 

 その前提として、郵送届け出数は今の段階で把握されているのでしょうか。 

○内山障害福祉課長 全自治体を把握しているわけではありませんけれども、当然、自治

体によって、特に県庁と指定都市とありますので、一般的には県庁は郵送の割合が高く、

指定都市などは直接持っていったほうが手早いという事情もあると思いますので、低くな

っている傾向が概ねあると受けとめています。 

○髙橋部会長 郵送率は把握されているというわけですか。 

○内山障害福祉課長 全市町村は把握していません。幾つかの自治体にお聞きしたところ

ですけれども、全ての指定権者を聞いているわけではございません。 

○髙橋部会長 それは２カ月中にお聞きされるということですね。全数把握しないと、ど

うやってコスト削減率を算定されるのですか。 

○内山障害福祉課長 コスト削減の中では、当然手続に基づいて把握をしていくことにな
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ると思いますけれども、現時点では全ての自治体について把握しているわけではございま

せん。 

○髙橋部会長 ですから、把握していないで、どうやってコスト削減率を把握なさるので

すか。 

○内山障害福祉課長 だから、現時点では把握していませんということを申し上げていま

す。コスト計算については、今年度中に決められた手続に基づいてやるように努めていき

たいと思っています。 

○髙橋部会長 そうすると、全数把握をしていない中で、サンプルでやるということです

か。それとも、全数を２カ月中に把握して、コスト削減されるということでしょうか。 

○内山障害福祉課長 コスト削減については、今、作業を検討させていただいていますの

で、その中で検討させていただきます。 

○髙橋部会長 この期に及んでやり方自体も検討中というのは、私は心もとないのですけ

れども。 

○内山障害福祉課長 そこは心もとないかもしれませんけれども、今年度中に努力をさせ

ていただきたいと思っています。 

○髙橋部会長 できなかったらどうするのですか。 

○内山障害福祉課長 どうするのですかと言われても、今年中にやると決まったら、今年

中にやると。 

○髙橋部会長 心もとないですよと申し上げているので、やりますということをおっしゃ

っているので、ぜひやってください。 

○内山障害福祉課長 分かりました。 

○髙橋部会長 あとはいかがでしょうか。 

 政府全体としてこれだけデジタル・ガバメント化とおっしゃる中で、電子申請の目標は

お立てにならないのでしょうか。 

○内山障害福祉課長 この分野でということでしょうか。 

○髙橋部会長 はい。 

○内山障害福祉課長 それは、ほかの自治体の意見も聞きながらだと思います。自治体の

進捗具合いなどもよくお聞きしないと、なかなか難しいところかと思っています。 

○髙橋部会長 先ほどからずっと申し上げているのですが、事業者はこれだけの手続をや

っているわけではないですね。厚労省所管のいろいろな手続を、このサービス事業者はや

っていらっしゃって、その中には電子申請が進んでいる手続もあるはずなのです。 

 そうすると、全体として電子申請化を進めたいというときに、サービス事業者全体とし

てのデジタル化について、ここだけ紙が残っているということで、ほかの関連する手続に

ついてのデジタル化を進めようとしているインセンティブがそがれる可能性もあるわけで

す。 

 ぜひ、そういう意味で、全体として事業者の一体的なデジタル化を進める。先ほど申し
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ましたように、経産省は３分の１の中小事業者について補助金を出すと言っているわけで

す。そういう経産省の取組もそがないように、ここについて電子申請化も検討していただ

くということだと私は思うのですが、そこはいかがでしょうか。 

○内山障害福祉課長 障害の事業者から申しますと、こうした行政手続のほかに、報酬を

申請する手続もございまして、こちらはかなり電子化が進んでいます。ただ、その中でも

様々な手続がありまして、様々な事業者から簡素化の御要望も承っていますので、こうし

た指定の申請届出、報酬の手続、その他も含めて全体的に手続が簡素化できるように、そ

れは積極的に検討を進めさせていただきたいと思っています。 

○髙橋部会長 ですから、私がお願いしたことを含めて御検討いただければと思います。

よろしくお願いします。 

 全体、このような形でよろしいでしょうか。 

 本当にお忙しい中、いろいろと厚労省、特に業務繁多な省庁だと思っておりますが、お

つき合いいただいて恐縮でございます。ぜひ、全体の国民経済のために、引き続き御協力

をいただければと思います。 

 本日はどうもお忙しいところ、ありがとうございました。引き続き、よろしくお願いい

たします。 

（厚生労働省退室） 

○髙橋部会長 本日の議事はこれで終了いたしますが、最後に事務局から何かございます

でしょうか。 

○谷輪参事官 次回の会議日程は、後日事務局から連絡いたします。 

○髙橋部会長 それでは、これにて会議を終了いたします。委員、専門委員の皆様におか

れましては、連絡事項がありますので、そのままお待ちください。よろしくお願いします。 


